
令 和 ４ 年 度 

秋 田 地 方 最 低 賃 金 審 議 会 

秋 田 県 特 定 最 低 賃 金 合 同 専 門 部 会 

 

次 第 

１ 開 会 

２ 議 題 

（１） 秋田県特定最低賃金各専門部会の部会長及び部会長代理の選出について 

（２） 各特定最低賃金各専門部会の意見聴取の方法について 

（３） 各特定最低賃金の発効日の統一について 

（４） 秋田県特定最低賃金の各専門部会の審議の進め方について 

（５） その他 

 

資 料  

１ 秋田県特定最低賃金専門部会委員名簿 

２ 関係労使の参考人意見書（案） 

３ 令和４年度 答申日別最短効力発生予定日一覧表 

４ 各特定最低賃金専門部会の第２回以降開催予定日一覧表 

５ 秋田地方最低賃金審議会 令和４年度審議方針 

６ 秋田県特定最低賃金の改正決定について（諮問文の写） 

７ 秋田地方最低賃金審議会 運営規程 

８ 秋田地方最低賃金審議会 専門部会運営規程 

９ 秋田地方最低賃金審議会特定最低賃金の取扱に関する覚書 

10 県内金融経済概況（2022年７月 22日 日本銀行秋田支店） 

11 県内経済情勢報告（令和４年７月 秋田財務事務所） 

12 秋田県鉱工業生産指数月報（令和４年６月分 秋田県） 

13 特定（産業別）最低賃金対象産業 

14 特定最低賃金について（決定・改正までのプロセス） 

 



区　分 氏    　名

○ 赤 坂 薫
あかさか　　　　　　かおる

 伊 藤
いとう

慎 一
しんいち

◎ 長 岐
ながき

和 行
かずゆき

伊 藤
いとう　　　　　　　　　とおる

徹

佐 藤
さとう　　　　　　しんゆき

伸 幸

吉 田
よしだ

大 輔
だいすけ

小 野
おの

秀 人
ひでと

木 村
きむら　　　　　　　　　　えい

鋭

善
ぜん

英 喜
ひでき

三菱マテリアル株式会社秋田製錬所 所長

一般社団法人秋田県経営者協会　専務理事

秋 田 地 方 最 低 賃 金 審 議 会

秋田県非鉄金属製錬・精製業最低賃金専門部会委員名簿
＊５０音順

現　　　　　　　　　　　　　　　職

公
益
代
表

弁護士

秋田大学 准教授

弁護士

小坂製錬株式会社　専務取締役総務部長

基幹労連秋田県本部 委員長
飯島製錬所労働組合 委員長

任　　　期 令和４年９月７日　～　任務終了まで

労
働
者
代
表

連合秋田 組織部長

基幹労連秋田県本部 事務局長
小坂製錬労働組合 書記長

使
用
者
代
表

kobayashiytk
フリーテキスト
資料１

kobayashiytk
四角
ここにメモを書いてください。

sasakisgn
円
ここにメモを書いてください。

sasakisgn
円
ここにメモを書いてください。



区　分 氏    　名

◎ 臼 木 智 昭
うすき　　　　　ともあき

○ 長 岐
ながき

和 行
かずゆき

　 堀 井
ほりい　　　　　　　　じゅん　　

潤

木 村
きむら　　　　　　　　　しのぶ

忍

後 藤
ごとう

正 文
まさふみ

佐 藤
さとう

成
なる

樹
き

佐 藤
さとう

宗 樹
むねき

瀧
たきざわ　　　　　　かおる

澤 薫

若 泉
わかいずみ

裕 明
ひろあき

東電化工業株式会社 代表取締役社長

秋田大学 教授

ＪＡＭ秋田 事務局長

連合秋田 副事務局長

秋 田 地 方 最 低 賃 金 審 議 会

秋田県電子部品・デバイス・電子回路、電池、電子応用装置、その
他の電気機械器具、映像･音響機械器具、電子計算機・同附属装
置 製 造 業 最 低 賃 金 専 門 部 会 委 員 名 簿

＊５０音順

現　　　　　　　　　　　　　　　職

特定社会保険労務士

使
用
者
代
表

株式会社ホクシンエレクトロニクス 代表取締役社長

小林工業株式会社 常務取締役

任　　　期 令和４年９月７日　～　任務終了まで

弁護士

労
働
者
代
表

アキタ・アダマンド労働組合書記長

公
益
代
表

sasakisgn
円
ここにメモを書いてください。

sasakisgn
円
ここにメモを書いてください。



区　分 氏    　名

○ 伊 藤
いとう

慎 一
しんいち

　 臼 木 智 昭
うすき　　　　　　ともあき

◎ 堀 井
ほりい　　　　　　　　　じゅん　　

潤

佐 藤
さとう　　　　　　しんゆき

伸 幸

髙 橋
たかはし

智 也
ともや

牧 野
まきの

正 人
まさと

小 玉
こだま

博 貴
ひろたか

時 田
ときた

祐 司
ゆうじ

堀
ほりえ　　　　   じゅうきゅう

江 重 久

秋 田 地 方 最 低 賃 金 審 議 会

秋田県自動車・同附属品製造業最低賃金専門部会委員名簿

＊５０音順

現　　　　　　　　　　　　　　　職

公
益
代
表

秋田大学 准教授

秋田大学 教授

特定社会保険労務士

任　　　期 令和４年９月７日　～　任務終了まで

労
働
者
代
表

連合秋田　組織部長

日立Aｓｔemo労働組合秋田支部 執行委員長
連合秋田 副会長

スズキ部品秋田労働組合 書記長
自動車総連秋田地方協議会 副議長

使
用
者
代
表

株式会社スズキ部品秋田　総務課長

時田電機工業株式会社 代表取締役社長

株式会社ホリエ 代表取締役

sasakisgn
円
ここにメモを書いてください。

sasakisgn
円
ここにメモを書いてください。



区　分 氏    　名

 赤 坂 薫
あかさか　　　　　　　かおる

◎ 伊 藤 慎 一
いとう　　　　　　しんいち

○ 堀 井
ほりい　　　　　　　　　じゅん　　

潤

佐々木
ささき

真司
しんじ

保 坂
ほさか　　　　　　　　はじめ

元

三 浦
みうら

孝 博
たかひろ

小河原欣也
おがはら　　　　　きんや

金 田
かねた

弥 生
やよい

佐々木
ささき

俊幸
としゆき

秋 田 地 方 最 低 賃 金 審 議 会

秋 田 県 自 動 車 （ 新 車 ） 、 自 動 車 部 分 品 ・ 附 属 品 小 売 業
最 低 賃 金 専 門 部 会 委 員 名 簿

＊５０音順

現　　　　　　　　　　　　　　　職

任　　　期 令和４年９月７日　～　任務終了まで

労
働
者
代
表

トヨタグループ秋田労働組合 執行委員長
自動車総連秋田地方協議会 事務局長

使
用
者
代
表

秋田三菱自動車販売株式会社 総務部長

連合秋田 副事務局長

株式会社ＴＳＡ管理本部 総務部長代理

秋田県自動車販売店協会 専務理事

秋田三菱自動車販売労働組合 執行委員長
自動車総連秋田地方協議会 副議長

公
益
代
表

弁護士

秋田大学 准教授

特定社会保険労務士

sasakisgn
円
ここにメモを書いてください。

sasakisgn
円
ここにメモを書いてください。
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（案） 

参考人意見書（労働者側） 

業種［           ］ 

令和  年  月  日 

 

                 事業場名                  

                 所 在 地                  

                 役 職 名                  

                 氏
ふり

  名
がな

                  

 

 

 「秋田県               業最低賃金」の改正決定についての意見を

 次のとおり申し述べます。 

 

１ 労働組合の組織状況について 

 （１） あなたが勤務する企業における労働組合の組織状況等について述べてください。 

   ① 労働組合の組織状況 

    イ 全労働者数    名、ロ 労働組合員数    名、 

    ハ 非組合員数    名（内管理職数   名）、ニ 組織率   ．  ％ 

   ② 労働組合組織率の動向（該当する項目に○印又は記入） 

    イ ここ数年ほとんど変化がない ロ 増加傾向にある（最近組織化された） 

    ハ 減少傾向にある       ニ その他（           ） 

   ③ 前記②の理由等を具体的に述べてください。 

 

 

 

   ④ 雇用形態ごとの未組織労働者（非組合員）の内訳について述べてください。 

    （管理職は除く） 

     一般社員    名、  嘱託・臨時    名、  パート    名、 

     その他（    ）   名 

 

 （２） 貴労働組合が属する産業（業界）全体の労働組合の組織状況等について把握 

    している場合には、わかる範囲で述べてください。 

 

kobayashiytk
フリーテキスト
資料２

kobayashiytk
四角
ここにメモを書いてください。
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２ 賃金の実態について 

 （１） あなたが勤務する企業における賃金の動向（過去からの賃上げ状況、これ 

    からの賃金条件の見通し等）について述べてください。 

   ① 労働組合組織労働者の賃金の動向 

 

 

 

   ② 未組織労働者の賃金の動向 

 

 

 

 （２） 貴労働組合が属する産業（業界）全体の労働者の賃金の動向について把握し 

    ている場合には、わかる範囲で述べてください。 

 

 

 

 （３） あなたが勤務する企業における本年の賃金引上げ状況について述べてください。 

    ① 賃金引上げの有無 

      本年は、賃金引上げが（該当する項目に○印） 

      ［ 行われた  行われなかった  今後行われる予定  ］ 

    ② 賃金引上げが行われた場合は、以下の項目について述べてください。 

     イ 賃金引上げの実施時期      月から 

     ロ 平均賃上げ率        ％（勤続年数   年 年齢   歳） 

     ハ 平均賃上げ額        円（勤続年数   年 年齢   歳） 

     ニ 賃金引上げの種類（該当する項目に○印又は記入） 

     ［ 定期昇給・ベースアップ・その他（      ）］     

    ③ 賃金引上げを要求するにあたり、重視する要素は何ですか。［該当する項 

     目に○印（２つ以内）又は記入］ 

     イ 労働者の生活実態     ロ 産業別労働組合等の賃上げ状況 

     ハ 企業の業績（支払能力）  ニ 労使関係の安定  

     ホ 組合員の要求額      へ その他（    ） 

    ④ 賃金引上げが行われなかった場合は、その理由を述べてください。 

 

 

 （４） 産業（業界）全体の賃金の引上げ状況について把握している場合には、わか 

    る範囲で述べてください。 
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 （５） あなたが勤務する企業における労働者で賃金が低い層の状況について以下に

    より述べてください。 

    ① 高卒初任給（最も低い者）月額       円（日額      円） 

    ② パ ー ト（最も低い者）時間額      円 日額      円 

    ③ ①～②以外で、職種・年齢等の理由により特に賃金が低い労働者（６０歳 

     以上の者は除く。）がいる場合に記入して下さい。 

     イ 賃 金 額 

       月額      円（日額     円 時間額    円） 

     ロ 職種（仕事の内容）                        

     ハ 賃金が特に低い理由 

 

 

 （６） あなたが勤務する企業における高年齢労働者（６０歳以上）の賃金の状況及 

    び定年について述べてください。 

    ① 賃金が最も低い者について       

     イ 賃金額 

       月額      円 日額     円 時間額     円 

     ロ 年 齢         歳  

     ハ 雇用形態（該当する項目に○印又は記入） 

       一 般  嘱託  臨時  パート  その他（        ） 

     ニ 職種（仕事の内容）                       

    ② 定年        歳   

 

 （７） 貴方が勤務する企業における雇用形態ごとの賃金形態について述べてくださ 

    い。［該当する項目に○印(２つ以内)、又は記入］ 

    ① 一 般 社 員［年俸・月給・日給・時間給・出来高給・その他（     ）］ 

    ② 臨時労働者（除くパート) ［月給・日給・時間給・出来高給・その他（   ）］ 

    ③ パート(除く臨時労働者) ［月給・日給・時間給・出来高給・その他（   ）］ 

    ④ その他（      ） ［月給・日給・時間給・出来高給・その他（   ）］ 

 

 （８） 最低賃金の改正が、あなたが勤務する企業の賃金やベースアップの決定等に 

    及ぼす影響について述べてください。 

①  秋田県最低賃金（８５３円）の影響が（どちらかに○印）           

 ［  ある   ない  ］ 

②  特定（産業別）最低賃金の影響が（どちらかに○印）  

      （非鉄関係 ９１０円、電子関係 ８６１円、自動車製造 ９０７円、自動車小売 ８６９円） 

         ［  ある   ない  ］ 

    ③ ①又は②で「ある」とした場合は、その状況について述べてください。 
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３ 最近の労働者の生活実態について 

 （１） あなた（把握している場合は、企業の労働者全体）の生活状態が１年前に比

    較して変わりましたか。（該当するものに○印） 

    ① 〔わたくし・企業の労働者〕の生活が〔楽になった・少し楽になった・ 

        変わらない・少し苦しくなった・非常に苦しくなった〕 

    ② ①の理由を、具体的に述べてください。 

 

 

 

 （２） 現在の賃金と家計の関係（世帯の収入と生活費のバランス、家計補助の状況 

    等）について述べてください。 

 

 

 

 （３） 貴労働組合が属する産業（業界）全体の労働者の生活実態について把握して 

    いる場合には、わかる範囲で述べてください。 

 

 

４ あなたが勤務する企業における雇用の状況について述べてください。［該当する項目に○

 印又は記入］ 

 （１） 現在労働者は、〈不足している・余っている・過不足はない・その他（        ）〉

    状況にある。 

 （２） 前記(１)で｢不足している｣又は｢余っている｣とした場合、企業はどのような対策を講 

   じているか、具体的に述べてください。 

 

 

５ 秋田県特定（産業別）最低賃金改正について 

 （１） どのような点を重視して改正すべきであると考えますか。 

 

 

 （２） 前記(１)以外にご意見、ご要望等がございましたなら自由に述べてください。 

（産別最賃がない場合はその必要性の有無など） 

 

 

 （３） 企業間、職種間で賃金の違いがあることについてどう思いますか。 
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「参考人意見（労働者側）」についての記入上のお願い 
 

 この意見書は、秋田地方最低賃金審議会の特定（産業別）最低賃金専門部会におい

て、最低賃金額の改正について調査審議するにあたり参考とさせていただくものであ

り、この目的以外に使用することは決してありませんので、ありのまま述べてくださ

い。 

 

 

 

 １の（１）の④について  

  直接雇用している労働者（下請・派遣労働者等は含めない）について述べてくださ

い。 

 

 

 

 ２の（１）について  

  過去３年程度及び今後の賃金引上げ、賃金形態（年俸・月給・日給・時給・出来高

 給・その他）、賃金制度（年功給・能力給・その他）の動向について述べてください。 

 

 

 

 ２の（５）及び（６）について  

  「賃金」とは、原則として、「月額」の場合は「時間外手当」と「家族手当」と 

 「精皆勤手当」を除いたもの、「日額」、「時間額」の場合は基本給（手当は除く）

 を言います。 

 

 

 

 ３の（１）から（２）について 

  企業における労働者全体の生活の実態についてアンケート等により把握している場 

 合、その結果によって述べてください。 

  把握していない場合は、あなたや同僚労働者の生活の実態を参考にしてください。 
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（案） 

参考人意見書（使用者側） 

業種［           ］ 

令和  年  月  日 

 

                 事業場名                  

                 所 在 地                  

                 役 職 名                  

                 氏
ふり

  名
がな

                  

 

 

 「秋田県               業最低賃金」の改正決定についての意見を

 次のとおり申し述べます。 

 

１ 最近の景気状況と今後の動向について 

 （１） 貴社における過去１年間程度の経営概況について述べてください。 

   （該当する項目に○印、又は記入。） 

① 非常に好調に推移した。 

② 好調に推移した。 

   ③ ほとんど変わらなかった。 

   ④ 悪くなった。 

   ⑤ 非常に悪くなった。    

   ⑥ その他（          ） 

 

 （２） 前記（１）に関する問題点を述べてください。 

 

 

 

 （３） 今後の見込みについて述べてください。（該当する項目に○印、又は記入。） 

   ① 非常に好調に推移すると思う。 

   ② 好調に推移すると思う。 

 ③ ほとんど変わらないと思う。 

   ④ 悪くなると思う。 

   ⑤ 非常に悪くなると思う。 

   ⑥ その他（             ） 
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 （４） 前記(３)の理由を具体的に述べてください。 

 

 

 

 

 （５） 産業（業界）全体の状況について把握している場合は、わかる範囲内で述べてください。 

 

 

 

 

 

 

２ 賃金実態等について 

 （１） 貴社における本年の賃金改定状況（賃上げの有無、平均賃上げ率、平均賃上げ額等に

ついて述べてください。 

    ① 賃金改定の有無等（該当する項目に○印） 

      ［ 行った ・ 行わない ・ 今後行う ］ 

      

    ② 賃金改定を行った、又は今後行う場合は、以下の項目について述べてください。 

     イ 賃金引上げの実施時期    月から 

     ロ 平均賃上げ率        ％(平均勤続年数   年 平均年齢   歳) 

     ハ 平均賃上げ額        円(平均勤続年数   年 平均年齢   歳) 

     ニ 賃上げの種類（該当する項目に○印） 

      （定期昇給・ベースアップ・その他        ） 

 

    ③ 賃金改定を行う場合、どのような要素を重視していますか。 

［該当する項目に○印(２つ以内)、又は記入］ 

     イ 企業の業績(支払能力、経理状況)  ロ 世間・同業者相場 

     ハ 物価の上昇            ニ 労働力（雇用、人材）の確保・定着 

     ホ 労使関係の安定          へ 従業員の処遇の改善 

     ト その他(                           ) 

 

    ④ 賃金引上げを行わない場合は、その理由を述べてください。 
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    ⑤ 産業（業界）全体の賃金引上げ状況について把握している場合には、わかる範囲で述

べてください。 

 

 

 

 （２） 貴社において以下の賃金を決定（ベースアップを含む。）する場合、どのような要素を

重視していますか。［該当する項目に○印(２つ以内)、又は記入］ 

    ① 初 任 給 

     イ 企業の業績(支払能力)       ロ 世間・同業者相場 

     ハ 労働力の確保・定着        ニ 物価の上昇 

     ホ 技能・資格            へ 最低賃金 

     ト 類似社員の賃金          チ その他(              ) 

 

    ② パート・臨時労働者の賃金 

     イ 企業の業績(支払能力)       ロ 世間・同業者相場 

     ハ 労働力の確保・定着        ニ 物価の上昇 

     ホ 技能・資格            へ 最低賃金 

     ト 類似社員の賃金          チ その他(              ) 

 

    ③ 高年齢者(６０歳以上)の賃金 

     イ 現職(前職)時の賃金        ロ 本人の年金額 

     ハ 経歴及び技能・資格        ニ 世間・同業者相場 

     ホ 最低賃金             へ 類似社員の賃金 

     ト 本人の職務遂行能力        チ 本人との面談 

     リ その他(                                 ) 

 

 （３） 貴社における労働者で賃金が低い層の状況について、以下により述べてください。 

    ① 高卒初任給(最も低い者) 月 額      円（日額      円） 

    ② パ ー ト（最も低い者）時間額      円（日額      円） 

    ③ ①～②以外で職種・年齢等の理由により、特に賃金が低い労働者（６０歳以上の者は除く。）

がいる場合記入して下さい。 

     イ 賃 金 額 

       月額       円 日額      円 時間額     円） 

     ロ 職種（仕事の内容） 

 

     ハ 賃金が低い理由 
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 （４） 貴社における高年齢労働者（６０歳以上の者）の賃金及び定年制の状況について述べて

ください。 

    ① 賃金が最も低い者について 

     イ 賃金額 

       月額       円（日額      円 時間額     円） 

     ロ 平均年齢      歳 

     ハ 雇用形態（一般・嘱託・臨時・パート等）                

     ニ 職種（仕事の内容）                          

    ② 定年      歳   

 

 （５） 貴社における雇用形態ごとの賃金形態について述べてください。 

［該当する項目に○印(２つ以内)、又は記入］ 

    ① 一 般 社 員［年俸・月給・日給・時間給・出来高給・その他（      ）］ 

    ② 臨時労働者（除くパート) ［月給・日給・時間給・出来高給・その他（    ）］ 

    ③ パート(除く臨時労働者) ［月給・日給・時間給・出来高給・その他（    ）］ 

    ④ その他（      ） ［月給・日給・時間給・出来高給・その他（    ）］ 

 

 （６） 最低賃金の改正が、貴社における賃金やベースアップの決定等に及ぼしている影響に 

    ついて述べてください。［どちらかに○印、記入］（地域最賃 ８５３円、非鉄関係 

      ９１０円、電子関係 ８６１円、自動車製造 ９０７円、自動車小売 ８６９円） 

    ① 最低賃金の影響が有る（特定（産別）最賃がある場合は産別、ない場合は地域最賃） 

       状 況                                   

                                             

     ② 最低賃金の影響は無い 

       理 由                                   

                                             

 

３ 貴社における雇用の状況について 

 （１） 現在労働者は、〈不足している・余っている・過不足はない・その他（        ）〉

    状況にある。 

 

 （２） 前記(１)で｢不足している｣又は｢余っている｣とした場合、どのような対策を講じている

か、具体的に述べてください。 
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４ 秋田県特定（産業別）最低賃金改正について（あなたの業界に特定〈産別〉最賃がある場合） 

 （１） どのような点を重視して改正すべきであると考えますか。 

      

 

 

 （２） 前記(１)以外にご意見、ご要望等がございましたなら自由に述べてください。 

（特定〈産別〉最賃がない場合はその必要性の有無など） 

 

 

 

 

 

 （３） 企業間、職種間で賃金の違いがあることについてどう思いますか。 

 



 

 6 

「参考人意見（使用者側）」についての記入上のお願い 
 

 

 この意見書は、秋田地方最低賃金審議会の特定（産業別）最低賃金専門部

会において、最低賃金額の改正について調査審議するにあたり参考とさせて

いただくものであり、この目的以外に使用することは決してありませんの

で、ありのまま述べてください。 

 

 

 

 ２の（２）の②及び③について  

  「パート、臨時労働者」及び「高年齢者（６０歳以上の者）」を新たに雇用、又は

 再雇用するにあたり賃金を決定する場合の要素について述べてください． 

 

 

 

 ２の（３）及び（４）について  

  「賃金」とは、原則として、「月額」の場合は「時間外手当」と「家族手当」と 

 「精皆勤手当」を除いたもの、「日額」、「時間額」の場合は基本給（手当は除く）

 を言います。 

 

 ２の（６）について  

   特定（産業別）最低賃金の改正が、貴社で賃金等を決定するにあたり影響が有る

と考えられる場合、その状況（影響の理由、程度等）について述べてください。 

 

 

 



備　　考

1 10月1日 (土) 10月17日 (月) 10月31日 (月) 11月30日 (水)

2 10月2日 (日) 10月17日 (月) 10月31日 (月) 11月30日 (水)

3 10月3日 (月) 10月18日 (火) 11月1日 (火) 12月1日 (木)

4 10月4日 (火) 10月19日 (水) 11月2日 (水) 12月2日 (金)

5 10月5日 (水) 10月20日 (木) 11月4日 (金) 12月4日 (日)

6 10月6日 (木) 10月21日 (金) 11月7日 (月) 12月7日 (水)

7 10月7日 (金) 10月24日 (月) 11月8日 (火) 12月8日 (木)

8 10月8日 (土) 10月24日 (月) 11月8日 (火) 12月8日 (木)

9 10月9日 (日) 10月24日 (月) 11月8日 (火) 12月8日 (木)

10 10月10日 (月) 10月25日 (火) 11月9日 (水) 12月9日 (金)

11 10月11日 (火) 10月26日 (水) 11月10日 (木) 12月10日 (土)

12 10月12日 (水) 10月27日 (木) 11月11日 (金) 12月11日 (日)

13 10月13日 (木) 10月28日 (金) 11月14日 (月) 12月14日 (水)

14 10月14日 (金) 10月31日 (月) 11月15日 (火) 12月15日 (木)

15 10月15日 (土) 10月31日 (月) 11月15日 (火) 12月15日 (木)

16 10月16日 (日) 10月31日 (月) 11月15日 (火) 12月15日 (木)

17 10月17日 (月) 11月1日 (火) 11月16日 (水) 12月16日 (金)

18 10月18日 (火) 11月2日 (水) 11月17日 (木) 12月17日 (土)

19 10月19日 (水) 11月4日 (金) 11月18日 (金) 12月18日 (日)

20 10月20日 (木) 11月4日 (金) 11月18日 (金) 12月18日 (日)

21 10月21日 (金) 11月7日 (月) 11月21日 (月) 12月21日 (水)

22 10月22日 (土) 11月7日 (月) 11月21日 (月) 12月21日 (水)

23 10月23日 (日) 11月7日 (月) 11月21日 (月) 12月21日 (水)

24 10月24日 (月) 11月8日 (火) 11月22日 (火) 12月22日 (木)

25 10月25日 (火) 11月9日 (水) 11月24日 (木) 12月24日 (土)

26 10月26日 (水) 11月10日 (木) 11月25日 (金) 12月25日 (日)

27 10月27日 (木) 11月11日 (金) 11月28日 (月) 12月28日 (水)

28 10月28日 (金) 11月14日 (月) 11月29日 (火) 12月29日 (木)

29 10月29日 (土) 11月14日 (月) 11月29日 (火) 12月29日 (木)

30 10月30日 (日) 11月14日 (月) 11月29日 (火) 12月29日 (木)

31 10月31日 (月) 11月15日 (火) 11月30日 (水) 12月30日 (金)

令和４年度　答申日別最短効力発生予定日一覧表（抜粋）
＊異議申出締切日の翌日に本省で官報公示手続きを行った場合の法定発効予定日

答　　申　　日
（要旨公示）

異議申出締切日 官報公示予定日 発効予定日
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日　　　　時 日　　　　時

赤坂薫 × 赤坂薫 ○
１０月　６日（木） 伊藤慎一 ○ １０月１８日（火） 伊藤慎一 ○

長岐和行 ○ 長岐和行 ○
午後３時００分～ 伊藤徹 ○ 　午後３時００分～ 伊藤徹 ○

佐藤伸幸 ○ 佐藤伸幸 ○
合同庁舎第２会議室 吉田大輔 ○ 合同庁舎第２会議室 吉田大輔 ○

小野秀人 ○ 小野秀人 ○
木村鋭 ○ 木村鋭 ○
善英喜 ○ 善英喜 ○
臼木智昭 ○ 臼木智昭 ○

　１０月　４日（火） 長岐和行 ○ １０月１９日（水） 長岐和行 ×
堀井潤 ○ 堀井潤 ○

午後３時００分～ 木村忍 ○ 午後３時００分～ 木村忍 ○
後藤正文 ○ 後藤正文 ○

合同庁舎第２会議室 佐藤成樹 ○ 合同庁舎第２会議室 佐藤成樹 ○
佐藤宗樹 ○ 佐藤宗樹 ○
瀧澤薫 ○ 瀧澤薫 ○
若泉裕明 ○ 若泉裕明 ○
伊藤慎一 ○ 伊藤慎一 ○

９月２８日（水） 臼木智昭 ○ １０月１７日（月） 臼木智昭 ○
堀井潤 ○ 堀井潤 ○

午前１０時００分～ 佐藤伸幸 ○ 午前１０時００分～ 佐藤伸幸 ○
髙橋智也 ○ 髙橋智也 ×

合同庁舎第２会議室 牧野正人 × 合同庁舎第２会議室 牧野正人 ○
小玉博貴 ○ 小玉博貴 ○
時田祐司 ○ 時田祐司 ○
堀江重久 ○ 堀江重久 ○
赤坂薫 ○ 赤坂薫 ×

９月２９日（木） 伊藤慎一 ○ １０月１４日（金） 伊藤慎一 ○
堀井潤 ○ 堀井潤 ○

午前１０時００分～ 佐々木真司 ○ 午前１０時００分～ 佐々木真司 ○
保坂元 ○ 保坂元 ○

合同庁舎第２会議室 三浦孝博 × 合同庁舎第２会議室 三浦孝博 ○
　 小河原欣也 ○ 小河原欣也 ○

金田弥生 ○ 金田弥生 ○
佐々木俊幸 ○ 佐々木俊幸 ○

各特定最低賃金専門部会の開催予定日一覧表

部会名
第２回 第３回

出欠 出欠

非
鉄
金
属
製
錬

・
精
製
業

公
益

公
益

労
側

労
側

使
側

使
側

電
子
部
品
・

デ
バ
イ
ス

公
益

公
益

労
側

労
側

使
側

使
側

自
動
車
同
附
属
品

製
造
業

公
益

公
益

労
側

労
側

使
側

使
側

自
動
車
・
附
属
品

小
売
業

公
益

公
益

労
側

労
側

使
側

使
側
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令 和 ４ 年 度 審 議 方 針 

 

                      秋田地方最低賃金審議会  

 

 本審議会は、最低賃金法第１条の目的の達成のため、低賃金の労働者層に対

する安全網の機能強化と労使の取組への補完等を目指した改正最低賃金法の趣

旨、最近の各種統計資料や労使の意見聴取等により的確に把握した秋田県の経

済環境と賃金実態、並びに中央最低賃金審議会の審議状況及びその意見を踏ま

えて、主体的な意見を取りまとめることを期し、円滑な調査審議を進めるため

令和４年度審議方針を次のように定める。  

  

１ 審議の効率化  

（１）審議会の運営等  

  ア 本審及び専門部会のほか、各側及び各側相互において必要に応じ随時

意見を交換し、県内の産業経済・賃金水準の動向等実情把握に努力する

こと。  

  イ 必要に応じ合同専門部会を開催すること。  

  ウ 各側は、できる限り審議が長時間に及ぶことのないよう努力すること。 

    審議は、原則として午後５時までとし、やむを得ない場合でも午後８

時頃までに終了すること。  

  エ 各専門部会において、各側の出席委員全員の意思が一致した場合は、

最低賃金審議会令第６条第５項を適用すること。  

  オ 審議の実質的促進を図り、発効日を早めるように努力すること。  

（２）資料整備及び意見聴取等  

   各専門部会が必要と認める場合は、賃金の実態及び動向を的確に把握で

きるような資料を求めるとともに、意見聴取等を行うこと。  

 

２ 除外賃金  

  精皆勤手当、通勤手当、家族手当の３手当は、最低賃金の対象となる賃金

から除外すること。  

 

３ 最低賃金額の設定様式  

  適用地域については、全県一本とすること。  
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秋労発基 0823 第１号 

令和４年８月 23 日 

 

秋田地方最低賃金審議会 

会 長 赤 坂  薫  殿 

 

                秋 田 労 働 局 長 

                   川 口 秀 人 

 

特定最低賃金の改正決定について（諮問） 

 

 最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）第 15 条第２項の規定

に基づき、下記最低賃金の改正決定について、貴会の調査審議

をお願いする。 

 

記 

 秋田県非鉄金属製錬・精製業最低賃金（平成 20 年秋田労働 

局最低賃金公示第４号） 

 

 秋田県電子部品・デバイス・電子回路、電池、電子応用装置、

その他の電気機械器具、映像・音響機械器具、電子計算機・同

附属装置製造業最低賃金(平成 20 年秋田労働局最低賃金公示第

３号) 

 

秋田県自動車・同附属品製造業最低賃金(平成 20 年秋田労働

局最低賃金公示第５号) 

 

秋田県自動車（新車）、自動車部分品・附属品小売業最低賃

金(平成 20 年秋田労働局最低賃金公示第２号) 
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秋田地方最低賃金審議会運営規程 
（昭和３４年１２月１７日審議会決定） 
（平 成  ８年  ３月 １８日  一 部 改 正） 
（平 成 １０年  ３月  ５日  一 部 改 正） 
（平 成 １３年  ８月 ２７日  一 部 改 正） 
（平 成 １４年  ５月 １３日  一 部 改 正） 
（平 成 ２２年  ７月  ５日  一 部 改 正） 
（令 和 ３年  ６月３０日  一 部 改正） 

（規程の目的） 
第１条  秋田地方最低賃金審議会（以下 「審議会」 という。）の議事運営は、最低賃金法及び最低賃金審議会

令に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 
（会議の招集） 

第２条  審議会の会議（以下 「会議」 という。）は、秋田地方最低賃金審議会会長（以下 「会長」 という。）が必

要と認めたときのほか、秋田労働局長（以下 「局長」 という。）又は５人以上の委員、若しくは労働者代表委員、

使用者代表委員及び公益を代表する委員各１名を含む３人以上の委員から開催の請求があったとき、会長が招

集する。ただし、会長が選任されるまでは、局長が招集する。 
２  前項の規定により局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合には、付議事項及び希望期日を、少なく

とも当該期日の１週間前までに、会長に通知しなければならない。 
３  会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか少なくとも３日前までに、付議事項、日

時及び場所を委員及び局長に通知する。 
（小委員会） 

第３条  会長は、審議会の議決により、特定の事案について事実の調査をし、又は細目にわたる審議を行うため、

委員を指名して小委員会を設けることができる。 
（委員の欠席） 

第４条  委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、その旨を会長に適当な方法で通知し

なければならない。 
２  委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あらかじめ会長に適当な方法で通知しなければ

ならない。 
（会議の議事） 

第５条  会長は会議の議長となり、議事を整理する。 
２  委員は、会議において発言しようとするときには、会長の許可を受けなければならない。 
３  審議会は、会長が必要があると認めるときには、委員でない者の説明または意見を聴くことができる。 

（会議の公開） 
第６条  会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがあ

る場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意

思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、会長は会議を非公開とすることができる。 
２  会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなどの必要な措置をとることができる。 

（議事録及び議事要旨） 
第７条  会議の議事については、議事録を作成し、議事録には、会長及び会長が指名した委員２名が署名するも

のとする。 
２  議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保護に支障を及ぼ

すおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交

換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、会長は議事録及び会議の資料の一

部又は全部を非公開とすることができる。 
３  議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 
４  前３項の規定は、小委員会について準用する。 

（意見及び建議の提出） 
第８条  会長は、審議会が議決を行ったときには、答申書、建議書又は議決書の写しを付してその都度局長に送

付するものとする。 
（小委員会の運営） 
第９条  この規程に定めるもののほか、小委員会の議事運営に関し必要な事項は、小委員会の長が当該小委員

会に諮って定める。 
（規程の改廃） 
第 10 条  この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 
 

付  則 
この改正規程は、令和３年６月３０日から施行する。 
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秋 田 地 方 最 低 賃 金 審 議 会 
専 門 部 会 運 営 規 程  

 
（平成  ７年  ５月１２日審議会決定） 
（平成  ８年  ３月１８日 一部改正） 
（平成１０年  ３月  ５日 一部改正） 
（平成１３年  ８月２７日 一部改正） 
（平成１４年  ５月１３日 一部改正） 
（令和 ３年 ６月３０日 一部改正） 

（規程の目的） 
第１条  秋田地方最低賃金審議会に設置する専門部会（以下 「専門部会」 という。）の議事運営は、

最低賃金法及び最低賃金審議会令に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 
（名称） 

第２条  専門部会には、それぞれの担当する最低賃金の件名を冠する。 
（委員の定数） 

第３条  専門部会は、関係労働者を代表する委員、関係使用者を代表する委員及び公益を代表する

委員各３人をもって組織する。 
（会議の招集） 

第４条  専門部会の会議（以下 「会議」 という。）は、各専門部会の部会長（以下 「部会長」 という。）

が必要と認めたときのほか、秋田労働局長（以下 「局長」 という。）又は３人以上の委員から開催の

請求があったとき、部会長が招集する。ただし、第１回会議は、局長が招集する。 
２  前項の規定により局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合には、付議事項及び希望期

日を少なくとも当該期日の１週間前までに、部会長に通知しなければならない。 
３  部会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか少なくとも３日前までに

付議事項、日時及び場所を委員及び局長に通知する。 
（委員の欠席） 

第５条  委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、その旨を部会長に適当な

方法で通知しなければならない。 
２  委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あらかじめ部会長に適当な方法で

通知しなければならない。 
（会議の議事） 

第６条  部会長は会議の議長となり、議事を整理する。 
２  委員は、会議において発言しようとするときには、部会長の許可を受けなければならない。 
３  専門部会は、部会長が必要があると認めるときは、委員でない者の説明又は意見を聴くことができ

る。 
  （会議の公開） 
第７条  会議は原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報保護に支障を及ぼすお

それがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意

見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、部会長は、会議を

非公開とすることができる。 
２  部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置をとることが

できる。 
  （議事録及び議事要旨） 
第８条  会議の議事については、議事録を作成し、議事録には、部会長及び部会長が指名した委員

２名が署名するものとする。 
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２  議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。ただし、公開とすることにより、個人情報の保護

に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある

場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、

部会長は、議事録及び会議の資料の一部又は全部を非公開とすることができる。 
３  議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

（報告） 
第９条  部会長は、専門部会が議決を行ったときは、その都度、秋田地方最低賃金審議会に報告す

るものとする。 
（雑則） 

第 10 条  この規程に定めるもののほか、議事及び運営に関し必要な事項は、専門部会の議決に基づ

いて行う。 
（規程の改廃） 

第 11 条  この規程の改廃は、専門部会の議決に基づいて行う。 
 

付  則 
この規程は、令和３年６月３０日から施行する。 



 

  

秋田地方最低賃金審議会特定最低賃金の取扱に関する覚書 

 

 

１ 特定最低賃金は、関係労使のイニシアティブにより秋田県最低賃

金より金額水準の高い最低賃金を必要と認めたものについて設定す

ることを基本としていることから、特定最低賃金の決定、改正又は

廃止(以下「特定最低賃金の決定等」という。)の申出者は、その意

向表明後速やかに、次により関係労使当事者間で意思疎通を図るも

のとする。 

（１）意思疎通は、通知または話し合いで行うものとする。 

（２）関係労使当事者間の範囲は、労働協約締結当事者と当該特定最

低賃金の決定等を行おうとする産業に直接関係する秋田県内の労

使団体とする。 

２ 特定最低賃金の決定等の必要性審議は、「秋田地方最低賃金審議

会特定最低賃金に関する特別小委員会」において審議するものとす

る。 

３ 特定最低賃金は、関係労使のイニシアティブにより設定されてお

り、労働組合員以外の労働者にもその適用が及ぶなど団体交渉の補

完的な役割も果たしていることから、特定最低賃金の決定又は改正

の金額に関する調査審議においても可能な限り全会一致に向けて努

力するものとする。 

４ 特定最低賃金が設定されている産業の使用者団体及び労働組合は、

特定最低賃金の決定等がなされたときは、周知・履行確保を図るた

め、それぞれの広報誌等に掲載する等の方法により積極的に周知・

履行確保に努めるものとする。 

５ 関係労使とも労働協約ケースによる申出について努力するものと

する。 

６ 適用労働者数の要件については、「中央最低賃金審議会産業別最

低賃金制度全員協議会報告」（平成１４年１２月６日中央最低賃金

審議会了承）で、「原則として１，０００人程度を基準とする」と

されているが、「秋田県非鉄金属製錬・精製業最低賃金」について

は、将来性を勘案し「９００人以上」をもって要件とする。 

７ 秋田地方最低賃金審議会の事務局は、特定最低賃金の決定等の意

向表明がなされたときは、秋田地方最低賃金審議会委員及び意向表

明を行った申出者に書面で適用労働者数を通知するものとする。 

 

                  平成１５年７月４日施行 

                  平成２９年７月５日一部改正 
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2 0 2 2 年 7 月 2 2 日 

日 本 銀 行 秋 田 支 店

県 内 金 融 経 済 概 況

【基調判断】 

項 目
前回から

の変化
基 調 判 断

県 内 概 況
県内景気は、持ち直しているものの、足もと感染

症の再拡大の影響がみられる。

個 人 消 費 緩やかに持ち直している。

公 共 投 資 高水準ながら、横ばい圏内の動きとなっている。

住 宅 投 資 持ち直している。

設 備 投 資 製造業を中心に増加している。

生 産
供給制約の影響が和らぐもとで、緩やかに増加し

ている。

雇 用・所 得 持ち直している。

前回からの変化「    」、「    」は、前回判断に比較して景気の改善度合いまたは悪化度合いが変

化したことを示す（例えば、改善度合いの強まりまたは悪化度合いの弱まりは、「    」）。なお、

前回に比較し景気の改善・悪化度合いが変化しなかった場合は、「    」となる。 

＜本件に関するお問い合わせ先＞

日本銀行秋田支店 総務課

TEL：018－824－7802 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：https://www3.boj.or.jp/akita/
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【各論 1】  

１．需要項目別動向  

個人消費 2は、緩やかに持ち直している。 
大型小売店売上高は、緩やかに増加している。コンビニエンスストア販売額

は、持ち直している。ドラッグストア販売額は、増加している。ホームセンタ

ー販売額は、堅調に推移している。家電販売額は、供給制約の影響が続く中、

弱めの動きとなっている。乗用車販売は、引き合いは底堅いものの、供給制約

の影響により弱めの動きとなっている。  
この間、サービス消費は、持ち直しつつあるものの、足もと感染症の再拡大

の影響がみられる。  
 
公共投資は、高水準ながら、横ばい圏内の動きとなっている。  

 6 月の公共工事請負金額 3は、国、県で増加したことから前年を上回った（前

年比＋34.6％）。工事出来高ベースでは、横ばい圏内の動きとなっている。  
 

住宅投資は、持ち直している。  
5 月の新設住宅着工戸数 4 は、分譲が前年を下回ったことから、前年を下回

った（前年比▲5.7％）。  
 

設備投資は、製造業を中心に増加している。 
6 月短観（秋田県内）の設備投資計画をみると、2022 年度は、全産業では 2

年連続で増加する計画となっている（全産業：前年度比＋51.5％、製造業：同

＋70.8％、非製造業：同▲2.2％）。 

 

２．生産 

生産は、供給制約の影響が和らぐもとで、緩やかに増加している（4 月の鉱工業

生産指数 4、5：前月比▲3.6％）。  
主力の電子部品・デバイスは、供給制約の影響が和らぐもとで、増加している。 
食料品は、増加している。  
汎用・業務用機械は、堅調に推移している。  
生産用機械は、供給制約の影響が続いており、回復の動きが一服している。 
 
 

                                                   
1 各論に記載の経済指標は、特に断りのない限り、秋田県の計数 
2 5月のコンビニエンスストア販売額：前年比＋10.4％、ドラッグストア販売額：同＋4.8％、 

ホームセンター販売額：同＋1.4％、家電大型専門店販売額：同▲5.8％（以上、経済産業省調） 

6月の新車登録･届出台数 乗用車（軽含む）：前年比▲5.4％（秋田県自動車販売店協会調） 

4月の延べ宿泊者数：前年比＋18.1％（観光庁調） 新車登録･届出台数と延べ宿泊者数は速報値 
3 東日本建設業保証秋田支店調 4 秋田県調 5 季節調整済  
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３．雇用・所得4 

雇用・所得環境は、持ち直している。  
5 月の有効求人倍率 5、 6 は、改善傾向がより明確化している（1.52 倍）。  
4 月の現金給与総額 4、7 は、きまって支給する給与が前年を下回ったものの、

特別給与が前年を上回ったことから、前年を上回った（前年比＋1.5％）。  
4 月の雇用者所得は、常用雇用指数が前年並みとなる中、現金給与総額が前

年を上回ったことから、前年を上回った。  
 

４．物価  

6 月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総合＜秋田市＞）8 は、前年を上回っ

た（前年比＋3.6％）。  
 

５．企業倒産  

6 月の企業倒産（負債総額 10 百万円以上） 9 は、件数、負債総額とも前年同

月の水準を上回った（件数 3 件＜前年比 3.0 倍＞、負債総額 2.6 億円＜同 6.2

倍＞）。  
 

６．金融情勢  

貸出は、前年を上回っている。  
個人向けは前年を下回って推移しているものの、地公体向けが前年を上回っ

たほか、法人向けが前年を上回って推移していることから、全体では前年を上

回っている。  
 

貸出約定平均金利は、緩やかな低下傾向にある。  
貸出約定平均金利（ストックベース総合）は、前月に比べ低下した。  

 
預金は、前年を上回って推移している。  
実質預金（含む NCD）は、個人・法人預金を中心に前年を上回って推移して

いる。  
以  上  

                                                   
46 秋田労働局調 7 事業所規模 5人以上 8 総務省調 9 東京商工リサーチ秋田支店調  



秋田県内主要経済指標
（前年比％、億円、％）

個人消費 賃金 金　　　融

実質預金　+　譲渡性預金（NCD）
※2、3

貸   出
※2、3

個人預金 法人預金

事業所規模
5人以上

前年比 前年比 前年比 前年比 ストックベース
　総合

2020年 3.2 ▲ 2.2 42,878 9.0 29,052 6.1 9,561 19.3 21,076 3.3 0.928

2021年 0.6 3.3 44,580 4.0 30,064 3.5 9,814 2.6 21,253 0.8 0.890

2020/4-6月 5.3 ▲ 4.9 41,780 5.2 28,354 4.8 8,798 9.0 20,562 1.2 0.977

7-9月 0.5 ▲ 0.6 41,592 8.0 28,251 5.9 9,097 16.7 20,963 2.8 0.963

10-12月 4.1 ▲ 1.8 42,878 9.0 29,052 6.1 9,561 19.3 21,076 3.3 0.928

2021/1-3月 1.4 2.0 42,413 9.9 29,022 7.0 9,391 22.1 21,287 6.2 0.915

4-6月 0.0 7.7 44,407 6.3 29,619 4.5 9,821 11.6 21,344 3.8 0.897

7-9月 0.7 0.9 43,234 3.9 29,391 4.0 9,599 5.5 21,096 0.6 0.902

10-12月 0.5 2.3 44,580 4.0 30,064 3.5 9,814 2.6 21,253 0.8 0.890

2022/1-3月 1.5 ▲ 0.9 44,066 3.9 29,896 3.0 9,579 2.0 21,215 ▲ 0.3 0.883

2021/5月 ▲ 0.3 5.2 43,496 6.9 29,120 5.5 9,822 11.5 21,364 5.0 0.899

6月 ▲ 0.3 12.1 44,407 6.3 29,619 4.5 9,821 11.6 21,344 3.8 0.897

7月 3.3 0.8 44,165 6.2 29,463 4.5 9,965 12.5 21,319 2.4 0.893

8月 ▲ 0.7 1.0 43,796 4.8 29,570 4.0 9,543 7.6 21,308 2.2 0.891

9月 ▲ 0.2 1.0 43,234 3.9 29,391 4.0 9,599 5.5 21,096 0.6 0.902

10月 1.3 2.0 43,571 3.7 29,640 3.8 9,945 5.4 21,091 0.2 0.893

11月 ▲ 0.5 ▲ 2.7 44,120 4.6 29,417 3.6 9,612 4.0 21,175 1.3 0.891

12月 0.6 4.9 44,580 4.0 30,064 3.5 9,814 2.6 21,253 0.8 0.890

2022/1月 1.4 1.3 43,619 2.0 29,800 3.1 9,526 0.0 21,123 ▲ 1.3 0.882

2月 1.0 ▲ 0.9 43,644 2.1 30,022 2.5 9,389 ▲ 0.4 21,273 ▲ 1.1 0.880

3月 2.0 ▲ 3.1 44,066 3.9 29,896 3.0 9,579 2.0 21,215 ▲ 0.3 0.883

4月 2.5 1.5 44,816 3.9 30,312 3.0 10,494 4.5 21,213 0.1 0.881

5月 2.2 n.a. 44,816 3.0 30,001 3.0 10,019 2.0 21,438 0.3 0.873

rは訂正値。

※1　①秋田県毎月勤労統計の常用雇用指数、現金給与総額を基に、日本銀行秋田支店が算出。
 　②2022年1月以降の値は2020年基準。2021年12月以前の値は2015年基準。

※2　①国内銀行（ゆうちょ銀行を除く）の秋田県内店舗の集計値。②銀行勘定を集計。ただし、オフショア勘定を除く。
 　③実質預金は、預金から切手手形を控除したもの。法人預金は、実質預金から個人預金、公金預金、金融機関預金を除いたもの。
 　④貸出については、中央政府向け貸出を除く。

※3　年・四半期の値は、年末・四半期末の値。
※4　①秋田県内に本店を置く地方銀行および信用金庫における貸出金利を貸出残高で加重平均したもの。

 　②地方銀行の貸出金利、貸出残高は銀行勘定の円貸出（金融機関向け貸出を除く）。 ③信用金庫は全国信用金庫協会調。　 

資料出所：日本銀行秋田支店

貸出約定
平均金利

※3、4

雇用者
所得

※1

大型
小売店
売上高
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県 内 経 済 情 勢 報 告

（資料編）

令 和 ４ 年 ７ 月

財務省東北財務局秋田財務事務所



百貨店・スーパー販売額

全店舗ベース、（　）書きは既存店ベース    品目別販売額

 　　　（注） ３年分は年間補正後

コンビニエンスストア販売額

コンビニエンスストア

 （注） ３年分は年間補正後

       〔経済産業省、東北経済産業局〕

全店舗ベース

緩やかに持ち直しつつある１．個人消費　…

-12.0

-8.0

-4.0

0.0

4.0

8.0

3 4 5 6 7 8 9 1011 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1011 12 1 2 3 4 5

2 3 4

前年比（％）

月
年

前年比（既存店ベース）

前年比（全店舗ベース）

3-5月(前年比)

全店舗

▲0.1%

3年 ▲ 0.8 ( ▲ 1.2 ) ▲ 1.8 ( ▲ 2.3 )

３.  4-6 0.7 ( 0.9 ) ▲ 2.2 ( ▲ 2.2 )

  7-9 ▲ 1.5 ( ▲ 2.1 ) ▲ 2.0 ( ▲ 2.0 )

  10-12 ▲ 0.7 ( ▲ 1.7 ) ▲ 2.2 ( ▲ 2.6 )

４.  1-3 ▲ 0.3 ( ▲ 1.6 ) ▲ 1.0 ( ▲ 1.7 )

４.    1 ▲ 0.1 ( ▲ 0.7 ) ▲ 0.6 ( ▲ 1.4 )

2 ▲ 1.2 ( ▲ 2.5 ) ▲ 1.6 ( ▲ 2.4 )

3 0.2 ( ▲ 1.6 ) ▲ 0.7 ( ▲ 1.5 )

4 0.6 ( ▲ 0.9 ) ▲ 0.1 ( 0.0 )

5 0.3 ( ▲ 1.1 ) 0.6 ( ▲ 0.6 )

区分
東北 秋田

（前年比%） （前年比%）
衣料品 身の回り品 飲食料品 その他商品

(前年比%) (前年比%) (前年比%) (前年比%)

４.    1 ▲22.7 ▲26.4 0.4 2.9
2 ▲42.3 ▲36.7 1.6 ▲ 5.3
3 ▲30.6 ▲37.0 2.4 ▲ 6.1
4 ▲15.7 ▲24.7 1.1 ▲ 2.0

区分

-12.5
-10.0
-7.5
-5.0
-2.5
0.0
2.5
5.0
7.5

10.0
12.5

3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5

2 3 4

前年比（％）

月
年

前年比

3-5月(前年比)

6.5%

東北 秋田
（前年比%） （前年比%）

3年 0.1 1.1
３.  4-6 2.6 4.2

  7-9 0.0 ▲ 0.5
  10-12 ▲ 0.7 1.3

４.  1-3 0.3 1.4
４.    1 1.7 2.3

2 ▲ 1.2 0.8
3 0.3 1.1
4 2.9 8.0
5 3.8 10.4

区分

 １



           　　         
ドラッグストア販売額

ホームセンター販売額

家電販売額

全店舗ベース
ドラッグストア 　　　　　　ホームセンター 　　　　家電

 （注） ３年分は年間補正後
       〔経済産業省、東北経済産業局〕

 （注） 29年分は年間補正後

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

2 3 4

前年比（％）

月
年

前年比

3-5月（前年比）

6.1%

東北 秋田
（前年比%） （前年比%）

3年 4.3 5.3
３.  4-6 3.8 5.8

  7-9 6.5 8.5
  10-12 5.9 5.6

４.  1-3 8.3 7.2
４.    1 7.0 5.1

2 10.7 8.6
3 7.4 7.9
4 7.6 5.7
5 6.7 4.8

区分

-15.0

-7.5

0.0

7.5

15.0

22.5

30.0

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

2 3 4

前年比（％）

月
年

前年比

3-5月（前年比）

▲0.4%

東北 秋田
（前年比%） （前年比%）

3年 ▲ 2.8 0.6
３.  4-6 ▲ 6.5 ▲ 4.0

  7-9 ▲ 4.7 ▲ 1.5
  10-12 ▲ 2.8 0.2

４.  1-3 ▲ 4.5 ▲ 8.7
４.    1 ▲ 3.7 ▲10.6

2 ▲ 6.4 ▲ 7.6
3 ▲ 3.9 ▲ 7.7
4 1.5 3.6
5 ▲ 1.8 1.4

区分

-40.0

-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

2 3 4

前年比（％）

月
年

前年比

3-5月(前年比)

▲1.6%

東北 秋田
（前年比%） （前年比%）

3年 ▲ 1.8 ▲ 2.0
３.  4-6 ▲ 4.0 ▲ 6.9

  7-9 ▲ 3.9 ▲ 3.9
  10-12 ▲ 7.4 ▲ 5.8

４.  1-3 ▲ 3.9 ▲ 2.9
４.    1 ▲ 1.9 ▲ 1.4

2 ▲10.4 ▲ 9.5
3 ▲ 0.8 0.9
4 ▲ 2.4 ▲ 0.2
5 ▲ 5.2 ▲ 5.8

区分

 ２



乗用車新車登録・届出台数

 〔日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会、東北運輸局〕 

-50.0

-40.0

-30.0
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-10.0

0.0

10.0

20.0
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50.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

2 3 4

前年比(％)（台）

月
年

普通車 小型車 軽自動車 前年比

4-6月（前年比）

東北 秋田
(前年比%) (前年比%) 普通 小型 軽

3年 ▲ 6.6 ▲ 8.4 2.8 ▲19.3 ▲ 7.5
３.　7-9 ▲19.9 ▲22.6 ▲ 5.5 ▲30.0 ▲27.8

10-12 ▲19.1 ▲18.3 ▲10.8 ▲21.1 ▲21.1
４.　1-3 ▲18.1 ▲18.9 ▲19.9 ▲14.5 ▲20.9

　4-6 ▲10.3 ▲14.8 ▲14.9 ▲18.5 ▲12.7
４.    2 ▲19.2 ▲20.9 ▲24.6 ▲21.0 ▲18.7

3 ▲17.8 ▲15.0 ▲17.5 ▲ 9.0 ▲17.3
4 ▲12.2 ▲16.3 ▲10.1 ▲23.0 ▲16.1
5 ▲14.0 ▲23.6 ▲21.9 ▲18.4 ▲27.8
6 ▲ 5.1 ▲ 5.3 ▲12.8 ▲14.1 5.3

区分

▲14.8%

 ３



２．生産活動　…　

鉱工業生産指数（季節調整済）

鉱工業生産指数（業種別・季節調整済）

（注） １．前年比は原指数

　　　 ２．東北の４年５月は速報値

　　　 ３．秋田県の令和２年１月から令和３年８月までは年間補正後 〔東北経済産業局、秋田県〕

持ち直している

80.0

85.0

90.0

95.0
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105.0

110.0

115.0

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

2 3 4月

年

秋田 東北

2-4月（前期比）

25.0

50.0

75.0

100.0

125.0

150.0

175.0

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

2 3 4

平成27年＝100

月

年

電子部品・デバイス 汎用・生産用・業務用機械 輸送機械

2-4月（前期比）

前月比% 前年比% 前月比% 前年比% 前月比% 前年比% 前月比% 前年比% 前月比% 前年比%

3年 102.1 10.1 103.9 6.6 94.2 13.8 112.3 4.4 76.6 ▲ 6.0
３.  4-6 101.0 1.7 14.3 106.9 9.5 10.9 94.1 6.4 114.5 10.3 91.3 14.8

  7-9 105.2 4.2 18.8 107.6 0.7 15.5 98.2 4.4 115.3 0.7 68.1 ▲25.4
  10-12 102.9 ▲ 2.2 9.0 103.9 ▲ 3.4 9.1 96.3 ▲ 1.9 114.2 ▲ 1.0 70.4 3.4

４.  1-3 98.8 ▲ 4.0 ▲ 0.4 102.1 ▲ 1.7 4.6 91.4 ▲ 5.1 126.2 10.5 67.5 ▲ 4.1
４.    1 100.6 ▲ 4.1 ▲ 0.1 97.5 ▲ 7.3 3.4 89.6 ▲ 7.8 6.6 110.7 ▲16.9 7.9 75.7 2.0 ▲13.0

2 97.3 ▲ 3.3 ▲ 1.7 103.5 6.2 4.6 92.3 3.0 2.9 114.0 3.0 18.8 58.3 ▲23.0 ▲11.3
3 98.6 1.3 0.5 105.3 1.7 5.5 92.4 0.1 1.1 153.8 34.9 36.3 68.4 17.3 ▲20.1
4 102.5 4.0 0.5 101.5 ▲ 3.6 ▲ 1.9 88.5 ▲ 4.2 ▲ 4.0 142.1 ▲ 7.6 28.3 76.7 12.1 ▲ 8.3
5 96.2 ▲ 6.1 3.5

区分
東北 秋田 (Wt. 10,000)

     〔平成27年＝100〕      〔平成27年＝100〕 電子部品･デバイス(Ｗt.3,088.3） 汎用・生産用・業務用機械（Wt.1,331.9） 輸送機械（Wt.349.1）

秋田
103.4（1.8%）

電子部品・デバイス

91.1（▲4.1%）

汎用・生産用・

業務用機械

136.6（18.2%）

輸送機械

67.8（▲9.1%）

平成27年＝100

 ４



３．雇用情勢  …　 緩やかに持ち直しつつある
　　　　　　　　　　 　

有効求人倍率（季節調整値）

新規求人数（原数値・前年比）

（注） １．新規求人数・新規求職者数・完全失業率は原数値

　　　 ２．３年１２月以前の季節調整値は改定値

          〔厚生労働省、総務省〕

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0
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（人）

月
年

秋田 前年比

3-5月

(前年比)

▲2.3％

有  効 有効求
求人数 職者数

（倍） （倍） (人) (人) (前年比%) (前年比%) (前年比%) (%) (%)

3年 1.25 1.44 23,457 16,243 7.8 12.0 ▲ 2.3 2.8 2.6
３.  4-6 1.23 1.43 23,786 16,620 15.2 22.0 ▲ 2.8 2.9 2.5

  7-9 1.30 1.53 24,157 15,816 12.1 18.4 ▲ 3.0 2.5 2.3
  10-12 1.30 1.48 23,071 15,558 10.8 3.7 ▲ 2.6 2.5 2.4

４.  1-3 1.36 1.53 23,482 15,377 7.9 ▲ 0.4 ▲ 6.0 2.6 2.7
４.    1 1.35 1.54 23,657 15,329 15.8 8.1 1.8

2 1.36 1.53 23,571 15,452 4.8 ▲ 6.6 ▲ 9.2
3 1.36 1.51 23,219 15,350 3.6 ▲ 1.4 ▲ 9.3
4 1.36 1.53 23,682 15,478 7.7 ▲ 0.3 ▲ 8.0
5 1.36 1.52 23,859 15,696 12.4 ▲ 5.7 11.7

東北 秋田 東北 秋田区分

有効求人倍率（季調値） 新規求人数

東北 秋田

新　規
求　職
者　数

完全失業率
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 ５



４．設備投資　…　４年度は減少見込み

設備投資

設備投資

          ３．グラフについて、元－３年度は当該年度の１－３月期調査結果で、４年度は見込み

　　　　〔秋田財務事務所 「法人企業景気予測調査（４年４－６月期調査）」〕

５．企業収益　…　４年度は増益見込み

経常利益

           ２．（　　）書きは前回調査結果

６．企業の景況感　…　「上昇」超に転じている

景況判断ＢＳＩ 【原数値】
（前期比「上昇｣－｢下降」社数構成比）

　        ２．（　）書きは前回調査結果

          （単位：％ポイント）

    （注） （　　）書きは前回調査結果

　　　　〔秋田財務事務所 「法人企業景気予測調査（４年４－６月期調査）」〕

  （前年度比増減率：％）

  （注） １．ソフトウェア投資額を含み、土地購入額を除く

　　　　〔秋田財務事務所 「法人企業景気予測調査（４年４－６月期調査）」〕

                       （前年度比増減率：％）

   （注） １．電気・ガス・水道、金融・保険を除いた計数

13.9

▲ 11.1

24.9

▲ 25.6

22.8 12.1

37.4

21.6

4.3

▲ 39.7

7.2

▲ 37.4

-60.0

-40.0

-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

元 2 3 4

前年比(％)

年度

全産業 製造業 非製造業

( ▲ 20.4 ) 21.6 ( 0.4 ) ▲ 37.4 ( ▲ 13.1 ) ▲ 25.6 ４ 年 度

区　分
非製造業

全 産 業
製 造 業

( ▲ 35.3 ) 10.2 ( 114.7 ) 1,539.4 ( ▲ 26.3 ) 21.0

区　分
非製造業

全 産 業
製 造 業

 ４ 年 度

全  産  業 ( ▲ 34.4 ) ( 14.6 ) 10.4 ( 12.5 ) 2.1 ▲  6.3

製 造 業 ( ▲ 20.6 ) ( 20.6 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 8.8

非製造業 ( ▲ 41.9 ) ( 11.3 ) 16.1 ( 19.4 ) 3.2 ▲ 14.5

４年１０～１２月

見　　通　　し 見　　通　　し

４年１～３月

（４年１-３月期調査）

４年４～６月

現　状　判　断

業
種
別

区　分
４年７～９月

 ６



７．住宅建設　… 前年を上回っている

新設住宅着工戸数

　　　　　〔国土交通省〕

８．公共事業　… 前年度を上回っている

前払金保証請負金額（６月末累計）

（単月）

 （注） その他には地方公社を含む

          　　　　　　　　　　　    〔東日本建設業保証㈱ほか〕   

東北 秋田
(前年比%) (前年比%) 持家 貸家 分譲

3年 6.0 6.1 7.7 ▲ 3.4 25.9
３.  4-6 1.3 ▲ 1.9 8.0 ▲43.9 93.2

  7-9 13.7 12.7 15.9 13.6 ▲13.1
  10-12 12.2 9.1 2.9 31.7 4.5

４.  1-3 10.2 12.0 ▲13.3 ▲25.0 140.9
４.    1 22.0 14.2 ▲ 0.8 65.9 18.2

2 ▲ 7.3 22.8 ▲ 6.3 ▲20.7 172.9
3 16.0 4.8 ▲22.9 ▲67.7 168.9
4 2.5 101.6 2.8 4,050.0 13.0
5 9.1 ▲ 5.7 0.0 132.7 ▲81.6

区分
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▲7.5%
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億円

年度

535
(▲6.3%)

585
(▲7.9%)

614
(4.9%)

(    ) 書きは前年同期比

国

その他

月 ４年４月 ５月 ６月

前年同月比％ 2.8 ▲ 33.3 33.6

635
(18.7%)

市町村

県

独立行政

法人等

 ７



９．消費者物価　…　前年を上回っている

消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）

     　〔総務省〕

１０．金融　…　貸出金残高は、前年を上回っている

貸出金残高

〔日本銀行〕    （注） 在店舗ベース

（注） 四半期分については、端数処理後の月別指数を基に算出

               〔令和２年＝100〕

前月比% 前年比% 前月比% 前年比%

3年 100.0 0.0 100.4 0.4
３.　7-9 100.0 0.5 0.3 100.5 0.8 0.7

10-12 100.4 0.4 0.8 101.1 0.6 1.5
４.　1-3 101.0 0.6 1.0 101.8 0.7 1.7

　4-6 102.2 1.2 2.7 103.1 1.3 3.4
４.    2 101.0 0.4 1.1 101.8 0.4 1.7

3 101.6 0.7 1.4 102.3 0.5 1.8
4 102.0 0.4 2.7 102.9 0.6 3.3
5 102.2 0.2 2.7 103.1 0.1 3.4
6 102.5 0.2 2.8 103.3 0.2 3.6

区　分

生鮮食品を除く総合

東　　北 秋　田　市

指　数 指　数

東北 秋田

前年比% 前年比%

３.   11 1.2 1.3

12 1.6 0.8

４.    1 1.3 ▲ 1.3

2 1.3 ▲ 1.1

3 1.8 ▲ 0.3

4 1.9 0.1

5 1.9 0.3

区分

国内銀行
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104.0
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 ８



企業倒産件数・負債総額

 〔㈱東京商工リサーチ〕    

１１．企業倒産 … 件数は前年を上回っており、負債総額は前年を下回っている

東北 東北

前年比% （件） 前年比% 前年比% （百万円） 前年比%

3年 ▲32.4 19 ▲56.8 3.4 4,892 4.0
３.　7-9 ▲17.1 2 ▲81.8 113.1 280 ▲72.9

10-12 ▲ 1.4 10 42.9 200.1 2,975 481.1
４.　1-3 82.5 10 400.0 79.6 1,871 2,869.8

　4-6 34.0 9 80.0 85.1 778 ▲50.6
４.    2 181.8 4 - 5.0 448 -

3 48.3 5 150.0 94.2 1,149 1,723.8
4 100.0 5 400.0 ▲ 6.1 477 ▲59.9
5 57.1 1 ▲66.7 370.4 36 ▲89.4
6 ▲ 8.0 3 200.0 65.3 265 516.3

区分
件数 負債総額

秋田 秋田
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平成２７年基準

秋 田 県 鉱 工 業 生 産 指 数 月 報

令和４年６月分

　低下となった。

パルプ・紙・紙加工品工業 98.7 36.5 -17.3 製紙パルプ

77.6

79.3

輸送機械工業 83.3

平成27年＝100

令和4年 6月 令和4年 5月 前月比(%) 令和4年 6月 令和3年 6月 前年同月比(%)

秋　田 131.5 113.0 16.4 130.0 110.1 18.1

東　北 104.1 95.6 8.9 103.3 107.2 ▲ 3.6

全　国 96.1 88.0 9.2 98.8 101.6 ▲ 2.8

季節調整済指数 原　指　数
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鉱工業生産指数の推移

秋田 東北 全国

（季節調整済指数　平成２７年＝１００．０）
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☆利用上の注意

１　基準時 　平成２７年を基準時としています。指数値は、平成２７年の月平均を
１００．０とした比率で示され、ウエイトは平成２７年の産業構造（付
加価値額構成比）に基づき算出しています。
　基準時は５年ごとに改定します。（＝基準改定）
　令和２年１月分の公表から現在の平成２７年基準に変更しています。

２　分類 　日本標準産業分類に基づく業種分類と、品目の経済的な用途に着目し
た財分類の２つの方法で分類しています。

３　採用品目   採用品目数は１３０品目です。

４　指数作成の方法   指数の算式は、基準年固定ウェイトで加重平均するラスパイレス数量
算式を使用しています。

☆用語の説明

１　原指数 　指数作成用データから直接算出した指数をいいます。

２　季節調整及び季節 　気候、社会制度を要因とした１年を周期として繰り返される変動を経
 調整済指数 済データから取り除くことを季節調整といい、原指数に季節調整を行っ

た指数を季節調整済指数といいます。なお、本県における季節指数算定
には、「センサス局法のX-12-ARIMA」を用いています。
　季節調整済指数＝原指数／季節指数（曜日、祝祭日、うるう年指数を含む）

３　年指数 　１月から１２月までの指数を平均した指数をいいます。

４　四半期別指数 　四半期ごとの指数を平均した指数をいい、第１四半期は１～３月、第
２四半期は４～６月、第３四半期は７～９月、第４四半期は１０～１２
月となります。

５　寄与度   各業種の指数の増減が、鉱工業総合指数の伸び率を何ポイント（％）
押し上げたか、又は押し下げたかを表したもので、次式により算定しま
す。
　寄与度＝(当期業種－前期業種)×業種ウェイト／前期総合×総合ウェイト×100

◇◇◇インターネットで最新の統計情報をご覧になれます。◇◇◇
アドレス http://www.pref.akita.lg.jp/

  この月報についての問い合わせは次に御連絡ください。

　　　　　　秋田県企画振興部調査統計課経済統計班
　　　　　　〒010-8570　秋田市山王四丁目１－１
　　　　　　tel 018-860-1256  fax 018-860-1252
　　　　　　美の国あきたネット掲載　　有



１　概況

　 令和４年６月の秋田県鉱工業生産指数は季節調整済指数が １３１．５（前月比 １６．４％増）

 で２か月連続で上昇した。また、原指数は １３０．０で前年同月比 １８．１％の上昇となった。 

　 業種別にみると、食料品工業、生産用機械工業、電子部品・デバイス工業など１２業種で上昇

 し、パルプ・紙・紙加工品工業、金属製品工業、鉄鋼・非鉄金属工業の３業種で低下した。

　 全国の季節調整済指数は９６．１で前月比９．２％の上昇となり、東北は１０４．１で前月比

 ８．９％の上昇となった。

（季節調整済指数　平成27年＝100）

指数値 前月比(%) 寄与度(%)

食料品工業 426.1 45.5 12.024 冷凍調理食品

生産用機械工業 201.8 75.3 4.139 その他の特殊産業用機械

電子部品・デバイス工業 89.6 7.0 1.613 液晶素子

指数値 前月比(%) 寄与度(%)

パルプ・紙・紙加工品工業 98.7 ▲ 40.4 ▲ 1.822 製紙パルプ

金属製品工業 73.2 ▲ 26.0 ▲ 1.178 配管工事用附属品

鉄鋼・非鉄金属工業 92.2 ▲ 6.6 ▲ 0.388 電気金

令和４年６月の秋田県鉱工業生産指数の動向

□　上　昇　し　た　主　な　業　種

業種名 寄与した主な品目

□　低　下　し　た　主　な　業　種

業種名 寄与した主な品目
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※ 県内主要業種の生産動向（季節調整済指数　平成27年＝100）
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１　概況

　 令和４年第Ⅱ四半期の鉱工業生産指数は、季節調整済指数が１１５．３（前期比１２．９％

 増）と３期ぶりに上昇した。なお全国は９３．１で前期比２．７％の低下、東北は１００．７

 で前期比１．９％の上昇となった。

（平成27年＝100）

４年Ⅱ期 ４年Ⅰ期 前期比(%) ４年Ⅱ期 ３年Ⅱ期 前年同期比(%)

秋　田 115.3 102.1 12.9 112.7 104.5 7.8

東　北 100.7 98.8 1.9 97.9 98.2 ▲ 0.3

全　国 93.1 95.7 ▲ 2.7 92.1 95.6 ▲ 3.7

26年6月

令和４年 第Ⅱ四半期(４月～６月)の動向

季節調整済指数 原   指   数
区　分
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２　業種別の動向

　 季節調整済指数を業種別に前期と比較すると、食料品工業、鉄鋼・非鉄金属工業、

 生産用機械工業など１０業種で上昇し、電子部品・デバイス工業、化学工業、原油・

 天然ガス鉱業など５業種で低下した。

（季節調整済指数　平成27年＝100）

指数値 前期比(%) 寄与度(%)

298.3 52.8 10.293

92.7 39.0 1.716

162.8 21.0 1.495

指数値 前期比(%) 寄与度(%)

87.3 ▲ 4.5 ▲ 1.240

95.5 ▲ 9.8 ▲ 0.781

68.9 ▲ 11.1 ▲ 0.075

26年6月

□　上　昇　し　た　業　種

業種名

食料品工業

鉄鋼・非鉄金属工業

生産用機械工業

□　低　下　し　た　主　な　業　種

業種名

電子部品・デバイス工業

化学工業

原油・天然ガス鉱業
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 県内主要業種の四半期別生産動向

電子部品・デバイス 食料品 繊維 木製品 窯業・土石

　　（季節調整済指数　平成27年＝100.0）
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　　　平成27年＝100 

鉱工業

製　造 鉄 鋼 ・ 金属製品 生産用 汎用・ 電気・情報

総合 非鉄金属 機　械 業務用 通信機械

工　業 工　業 工　業 工　業 機械工業 工　業

ウ エ イ ト 10000.0 9911.1 673.7 517.8 539.5 792.4 128.6

品目数 130 128 10 5 13 8 2

平成30年平均 106.4 106.6 96.4 91.7 132.0 114.9 79.8

令和元年平均 98.8 98.9 96.4 91.5 101.7 115.4 89.6

令和２年平均 97.5 97.6 87.8 88.7 91.6 118.4 84.1

令和３年平均 103.9 104.1 81.6 86.9 102.7 118.9 76.0

前年比(%) 6.6 6.7 ▲ 7.1 ▲ 2.0 12.1 0.4 ▲ 9.6

令和３年Ⅱ期 104.5 104.7 94.2 62.8 101.9 114.4 75.1

Ⅲ期 101.5 101.8 75.4 70.8 110.2 121.0 67.3

Ⅳ期 109.9 110.1 79.5 101.5 110.8 124.5 98.8

令和４年Ⅰ期 104.4 105.9 72.9 93.0 111.0 122.8 93.0

Ⅱ期 112.7 113.1 98.4 77.2 148.6 124.9 113.6

前年同期比(%) 7.8 8.0 4.5 22.9 45.8 9.2 51.3

令和３年 6月 110.1 110.4 91.0 59.9 143.4 115.5 99.6

7月 105.0 105.3 89.2 74.0 101.7 121.8 88.9

8月 94.0 94.2 85.7 62.4 72.9 117.4 50.2

9月 105.6 105.9 51.3 76.1 155.9 123.9 62.8

10月 106.9 107.1 83.2 108.0 73.4 127.6 82.1

11月 109.1 109.4 91.1 104.7 77.3 120.7 65.4

12月 113.7 113.9 64.2 91.8 181.6 125.2 148.9

令和４年 1月 94.2 94.3 63.3 82.6 74.0 122.4 64.8

2月 104.5 104.7 72.0 85.7 118.1 113.8 93.8

3月 114.4 114.6 73.2 92.7 229.1 120.5 113.5

4月 102.1 102.4 94.5 76.3 131.8 124.4 81.2

5月 106.0 106.4 107.4 84.6 96.5 122.6 68.8

6月 130.0 130.6 93.2 70.7 217.4 127.7 190.7

前年同月比(%) 18.1 18.3 2.4 18.0 51.6 10.6 91.5

令和３年Ⅱ期 106.9 107.1 88.9 75.0 111.7 116.0 86.7

Ⅲ期 107.6 107.9 89.7 79.0 111.2 119.1 76.8

Ⅳ期 103.9 104.1 76.7 87.7 95.4 123.7 94.4

令和４年Ⅰ期 102.1 102.3 66.7 79.0 134.5 120.2 77.7

Ⅱ期 115.3 115.8 92.7 92.2 162.8 126.6 125.8

前期比(%) 12.9 13.2 39.0 16.7 21.0 5.3 61.9

令和３年 6月 111.4 111.6 90.0 62.0 133.1 114.4 97.8

7月 108.1 108.5 87.3 84.8 119.8 114.4 112.4

8月 106.3 106.5 87.8 74.1 83.8 118.2 65.2

9月 108.5 108.7 93.9 78.1 130.0 124.8 52.8

10月 104.3 104.4 84.6 97.2 72.8 127.7 79.8

11月 102.2 102.4 87.0 88.6 79.6 117.3 65.1

12月 105.2 105.4 58.6 77.4 133.7 126.1 138.2

令和４年 1月 97.5 97.8 58.1 80.1 81.8 130.7 66.4

2月 103.5 103.7 73.9 79.2 126.9 111.0 99.6

3月 105.3 105.4 68.0 77.7 194.8 118.8 67.1

4月 101.5 101.8 87.2 104.6 171.5 127.8 96.2

5月 113.0 113.5 98.7 98.9 115.1 125.6 94.0

6月 131.5 132.1 92.2 73.2 201.8 126.4 187.3

前月比(%) 16.4 16.4 ▲ 6.6 ▲ 26.0 75.3 0.6 99.3

原
　
　
　
　
　
指
　
　
　
　
　
数

季
　
節
　
調
　
整
　
済
　
指
　
数
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ウ エ イ ト

品目数

平成30年平均

令和元年平均

令和２年平均

令和３年平均

前年比(%)
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　　　平成27年＝100 

電子部品・ 輸送機械 窯業・ 化　学 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙･ 繊　維 食料品

デバイス 土石製品 製　品 紙加工品

工　業 工　業 工　業 工　業 工　業 工　業 工　業 工　業

3088.3 349.1 486.0 766.4 33.3 307.3 482.6 1019.3

18 4 10 13 3 6 6 13

103.2 99.4 101.5 119.4 108.1 91.7 72.1 135.4

91.8 93.7 87.0 110.5 108.8 91.1 69.5 127.0

82.8 81.5 78.0 116.2 99.9 83.7 64.3 171.4

94.2 76.6 85.4 120.2 175.2 82.5 56.6 190.4

13.8 ▲ 6.0 9.5 3.4 75.4 ▲ 1.4 ▲ 12.0 11.1

93.2 79.0 87.1 116.5 187.6 79.8 59.8 204.2

96.4 67.8 90.4 110.2 186.3 80.3 52.0 180.2

99.6 78.0 96.3 135.6 190.8 86.2 53.5 195.5

95.7 79.1 80.7 126.3 190.6 85.5 50.3 197.8

86.4 68.0 83.5 93.1 195.4 83.1 48.2 293.9

▲ 7.3 ▲ 13.9 ▲ 4.1 ▲ 20.1 4.2 4.1 ▲ 19.4 43.9

96.1 95.1 98.2 103.7 219.6 104.7 61.4 211.8

96.0 87.9 97.3 98.6 194.2 67.9 59.6 202.1

95.9 63.8 86.7 90.7 170.0 80.3 46.1 157.4

97.3 51.7 87.2 141.3 194.8 92.8 50.4 181.2

99.1 67.6 102.4 122.4 181.0 87.4 54.7 189.2

101.2 83.8 107.9 134.2 203.0 84.8 52.4 191.3

98.6 82.5 78.5 150.2 188.3 86.4 53.4 205.9

87.4 70.9 55.7 94.5 180.5 85.2 45.1 196.1

90.0 63.1 67.5 122.9 185.6 91.2 46.2 229.3

94.6 73.4 76.3 122.3 213.3 89.8 53.4 219.2

88.1 70.0 75.6 101.5 195.9 45.7 49.6 204.8

83.7 58.1 78.1 75.6 189.5 102.7 44.6 281.9

87.4 75.9 96.7 102.2 200.8 101.0 50.3 395.0

▲ 9.1 ▲ 20.2 ▲ 1.5 ▲ 1.4 ▲ 8.6 ▲ 3.5 ▲ 18.1 86.5

94.1 91.3 89.3 119.4 186.2 96.3 59.8 202.7

98.2 68.1 84.2 126.6 186.3 74.0 52.1 224.4

96.3 70.4 86.3 125.2 185.7 89.4 52.5 184.2

91.4 67.5 79.4 105.9 199.9 85.8 49.0 195.2

87.3 78.5 85.4 95.5 194.1 102.3 48.1 298.3

▲ 4.5 16.3 7.6 ▲ 9.8 ▲ 2.9 19.2 ▲ 1.8 52.8

98.5 109.0 91.9 106.1 216.8 102.3 59.8 228.5

96.8 84.5 87.5 103.7 190.0 59.9 57.5 245.0

100.0 73.5 90.9 122.4 179.6 74.2 48.6 226.2

97.9 46.2 74.2 153.8 189.4 87.9 50.2 201.9

93.4 63.2 84.9 123.3 176.5 88.2 53.7 208.0

98.2 73.9 95.9 113.7 203.5 93.4 51.3 170.4

97.2 74.2 78.2 138.7 177.0 86.6 52.5 174.2

89.6 75.7 74.5 96.4 186.7 89.3 49.6 204.6

92.3 58.3 79.9 112.2 198.9 89.4 45.9 202.1

92.4 68.4 83.7 109.1 214.1 78.6 51.4 178.9

88.5 76.7 81.0 89.4 193.7 42.6 49.1 176.0

83.7 71.7 84.8 92.6 190.5 165.7 46.2 292.8

89.6 87.0 90.5 104.6 198.2 98.7 49.0 426.1

7.0 21.3 6.7 13.0 4.0 ▲ 40.4 6.1 45.5
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ウ エ イ ト

品目数

平成30年平均

令和元年平均

令和２年平均

令和３年平均

前年比(%)

令和３年Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

令和４年Ⅰ期
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調
　
整
　
済
　
指
　
数

　　　平成27年＝100 
（参考）

その他 鉱　業 原油・天然 汎用・生産用

ゴム製品 皮革製品 木材・木 その他 ガス鉱業 業務用

工　業 工　業 工　業 製品工業 製品工業 機械工業

726.8 84.7 35.5 477.6 129.0 88.9 88.9 1331.9

17 2 1 10 4 2 2 21

99.4 109.4 68.1 102.0 92.2 86.7 86.7 121.8

98.8 113.4 59.6 103.9 81.1 88.5 88.5 109.9

85.2 124.7 67.7 85.8 61.8 85.7 85.7 107.6

94.7 114.8 28.6 94.6 100.0 81.6 81.6 112.3

11.2 ▲ 7.9 ▲ 57.8 10.3 61.8 ▲ 4.8 ▲ 4.8 4.4

98.9 117.3 30.7 97.2 112.0 81.4 81.4 109.3

93.7 114.0 34.3 93.6 97.0 71.8 71.8 116.6

97.3 114.6 16.8 98.8 102.7 79.2 79.2 118.9

89.2 111.9 19.0 90.2 90.4 82.9 82.9 118.0

87.6 116.0 17.4 83.8 102.6 68.7 68.7 134.5

▲ 11.4 ▲ 1.1 ▲ 43.3 ▲ 13.8 ▲ 8.4 ▲ 15.6 ▲ 15.6 23.1

108.1 116.7 31.9 106.3 130.2 75.4 75.4 126.8

97.0 112.6 28.7 97.0 105.4 68.7 68.7 113.7

84.8 112.6 38.5 86.7 72.3 75.9 75.9 99.3

99.3 116.7 35.6 97.1 113.4 70.7 70.7 136.9

100.3 116.7 14.0 102.6 104.8 78.3 78.3 105.6

99.3 112.6 16.8 102.2 102.8 76.5 76.5 103.1

92.3 114.6 19.6 91.5 100.6 82.9 82.9 148.0

76.1 108.6 20.6 76.8 67.8 89.3 89.3 102.8

84.8 110.5 31.7 83.9 86.0 79.1 79.1 115.5

100.1 114.6 26.8 92.3 139.7 82.3 82.3 164.5

92.0 116.7 17.1 80.3 140.0 74.3 74.3 127.4

80.5 120.7 19.8 78.1 80.0 65.3 65.3 112.1

90.2 110.5 15.2 92.9 87.8 66.6 66.6 164.1

▲ 16.6 ▲ 5.3 ▲ 52.4 ▲ 12.6 ▲ 32.6 ▲ 11.7 ▲ 11.7 29.4

101.0 114.1 27.9 100.0 120.9 81.5 81.5 114.5

96.2 112.9 36.4 94.8 110.3 77.2 77.2 115.3

93.2 115.9 19.0 94.1 98.0 80.2 80.2 114.2

86.6 114.8 25.4 84.8 88.9 77.5 77.5 126.2

89.3 112.7 15.8 86.1 104.6 68.9 68.9 140.7

3.1 ▲ 1.8 ▲ 37.8 1.5 17.7 ▲ 11.1 ▲ 11.1 11.5

109.7 112.4 32.2 103.5 162.2 79.9 79.9 123.9

99.1 110.6 29.5 98.0 117.8 69.7 69.7 113.6

92.2 112.1 43.4 90.2 103.6 80.1 80.1 104.1

97.4 116.0 36.4 96.3 109.6 81.8 81.8 128.2

97.9 119.4 14.3 99.8 105.7 84.2 84.2 106.6

94.2 113.3 18.2 96.1 98.4 78.9 78.9 102.9

87.5 114.9 24.6 86.4 89.9 77.5 77.5 133.2

81.0 110.6 20.7 80.8 78.7 78.3 78.3 110.7

83.3 116.9 30.9 85.1 70.6 78.7 78.7 114.0

95.5 116.8 24.6 88.4 117.3 75.6 75.6 153.8

89.5 112.1 14.1 83.6 110.0 70.9 70.9 142.1

86.7 119.7 17.9 84.2 94.3 65.3 65.3 119.8

91.6 106.4 15.4 90.4 109.4 70.6 70.6 160.3

5.7 ▲ 11.1 ▲ 14.0 7.4 16.0 8.1 8.1 33.8
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秋田県鉱工業生産指数（財分類別）

最　終

投資財 消費財 生産財 鉱工業用 その他用

需要財 資本財 建設財 耐　久 非耐久 生産財 生産財

消費財 消費財

ウ エ イ ト 3987.9 2513.8 1419.4 1094.4 1474.1 20.1 1454.0 6012.1 5730.5 281.6

品目数 61 39 19 20 22 2 20 69 63 6

平成30年平均 112.7 112.5 112.6 112.3 113.1 41.8 114.1 103.8 103.1 118.8

令和元年平均 105.7 105.4 100.7 111.5 106.2 31.1 107.3 95.7 94.6 119.5

令和２年平均 112.1 99.1 100.2 97.7 134.3 12.4 136.0 89.0 87.7 116.4

令和３年平均 116.7 100.8 101.9 99.3 144.0 17.8 145.7 96.9 95.5 125.9

前年比(%) 4.1 1.7 1.7 1.6 7.2 43.5 7.1 8.9 8.9 8.2

令和３年Ⅱ期 119.2 98.4 99.3 97.3 154.5 16.5 156.5 96.3 95.3 116.0

Ⅲ期 114.7 102.1 106.2 96.6 136.2 20.0 137.9 94.3 93.2 116.7

Ⅳ期 121.9 107.7 107.4 108.2 146.0 23.1 147.7 103.4 101.7 139.3

令和４年Ⅰ期 118.6 102.3 105.8 97.7 146.3 19.9 148.0 98.5 97.3 123.3

Ⅱ期 147.8 109.7 122.7 92.7 212.9 22.1 215.5 90.7 90.1 101.7

前年同期比(%) 24.0 11.5 23.6 ▲ 4.7 37.8 33.9 37.7 ▲ 5.8 ▲ 5.5 ▲ 12.3

令和３年 6月 130.0 112.2 118.5 104.0 160.4 21.3 162.4 98.6 98.6 98.2

7月 121.1 102.5 104.3 100.2 152.9 9.1 154.9 95.9 95.7 99.3

8月 100.2 89.5 89.3 89.7 118.6 14.9 120.1 91.3 91.5 87.8

9月 122.7 114.2 125.1 99.9 137.2 36.1 138.6 95.8 92.5 163.0

10月 116.8 101.5 95.2 109.8 142.9 24.5 144.6 101.8 100.3 132.8

11月 115.6 100.1 90.9 112.1 142.0 18.7 143.7 106.4 104.3 147.9

12月 133.2 121.5 136.0 102.8 153.1 26.0 154.8 102.1 100.4 137.2

令和４年 1月 106.9 85.2 90.5 78.3 143.8 15.1 145.6 87.1 87.2 84.8

2月 122.6 95.8 104.3 84.8 168.2 30.3 170.1 93.9 91.8 135.6

3月 139.8 126.6 152.5 93.1 162.2 25.5 164.1 98.9 97.0 138.1

4月 120.3 102.0 113.4 87.1 151.6 20.0 153.5 91.2 89.2 132.6

5月 134.3 93.7 99.1 86.6 203.7 21.8 206.2 88.4 88.2 91.9

6月 188.7 133.3 155.5 104.4 283.3 24.4 286.9 92.4 93.0 80.6

前年同月比(%) 45.2 18.8 31.2 0.4 76.6 14.6 76.7 ▲ 6.3 ▲ 5.7 ▲ 17.9

令和３年Ⅱ期 120.6 101.8 104.2 99.8 152.4 18.4 154.3 99.1 98.0 130.2

Ⅲ期 121.4 100.7 104.9 96.2 161.8 19.6 163.9 100.0 97.7 151.8

Ⅳ期 116.2 102.7 104.2 99.8 139.5 18.8 141.1 98.1 97.2 116.1

令和４年Ⅰ期 120.4 104.1 112.6 90.8 146.3 26.3 147.9 90.6 89.8 105.5

Ⅱ期 149.7 113.1 128.6 94.9 213.5 24.7 216.2 93.4 92.8 111.6

前期比(%) 24.3 8.6 14.2 4.5 45.9 ▲ 6.1 46.2 3.1 3.3 5.8

令和３年 6月 130.5 107.1 115.1 101.2 169.2 22.9 171.3 101.4 100.8 123.3

7月 126.8 100.6 104.5 97.4 175.6 10.1 178.2 97.9 95.4 159.0

8月 116.3 94.6 94.1 95.4 160.3 14.9 162.5 100.2 99.0 122.0

9月 121.0 107.0 116.2 95.8 149.4 33.9 151.0 102.0 98.6 174.3

10月 117.4 98.3 97.3 100.1 154.1 24.1 155.6 98.6 98.3 104.0

11月 109.8 96.6 92.0 102.2 130.1 14.1 131.8 99.2 97.6 127.6

12月 121.3 113.1 123.3 97.2 134.3 18.3 135.9 96.6 95.7 116.6

令和４年 1月 115.0 93.9 97.0 87.9 151.5 21.1 153.2 86.8 87.4 71.3

2月 120.6 98.9 104.6 89.1 151.7 33.0 153.2 92.6 91.1 121.9

3月 125.5 119.6 136.2 95.5 135.7 24.8 137.3 92.3 90.8 123.4

4月 119.0 110.9 128.3 90.2 133.4 25.2 134.8 89.9 89.0 118.1

5月 140.5 101.3 106.3 93.0 208.3 22.8 211.3 95.2 94.2 115.5

6月 189.5 127.2 151.1 101.5 298.8 26.2 302.6 95.0 95.1 101.2

前月比(%) 34.9 25.6 42.1 9.1 43.4 14.9 43.2 ▲ 0.2 1.0 ▲ 12.4

　　　平成27年＝100 

原
　
　
　
　
　
指
　
　
　
　
　
数

季
　
節
　
調
　
整
　
済
　
指
　
数
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秋田県・東北・全国の鉱工業生産指数
平成27年＝100

増減率(%) 増減率(%) 増減率(%)

原 指 数

（前年比） （前年比） （前年比）
平成30年平均 106.4 ▲ 1.2 103.1 ▲ 0.4 104.2 1.1
令和元年平均 98.8 ▲ 7.1 99.1 ▲ 3.9 101.1 ▲ 3.0
令和２年平均 97.5 ▲ 1.3 92.7 ▲ 6.5 90.6 ▲ 10.4
令和３年平均 103.9 6.6 102.1 10.1 95.7 5.6

（前年同期比） （前年同期比） （前年同期比）
令和３年Ⅱ期 104.5 10.9 98.2 14.3 95.6 19.8

Ⅲ期 101.5 15.5 102.6 18.8 93.2 5.4
Ⅳ期 109.9 9.1 106.7 9.0 97.6 0.9

令和４年Ⅰ期 104.4 4.6 100.3 ▲ 0.4 95.8 ▲ 0.6
Ⅱ期 112.7 7.8 p 97.9 ▲ 0.3 92.1 ▲ 3.7

（前年同月比） （前年同月比） （前年同月比）
令和３年 6月 110.1 16.0 107.2 26.7 101.6 22.9

7月 105.0 14.1 103.8 18.1 100.0 11.1
8月 94.0 15.8 97.2 25.7 86.5 8.4
9月 105.6 16.7 106.9 13.6 93.0 ▲ 2.5

10月 106.9 11.1 102.1 5.6 92.8 ▲ 4.3
11月 109.1 7.8 106.6 10.9 99.9 4.8
12月 113.7 8.7 111.5 10.4 100.0 2.2

令和４年 1月 94.2 3.4 95.4 ▲ 0.1 87.7 ▲ 0.8
2月 104.5 4.6 94.5 ▲ 1.7 92.5 0.5
3月 114.4 5.5 111.0 0.5 107.1 ▲ 1.7
4月 102.1 ▲ 1.9 97.5 0.5 93.8 ▲ 4.9
5月 106.0 6.6 ｒ 93.0 3.0 83.8 ▲ 3.1
6月 130.0 18.1 p 103.3 ▲ 3.6 98.8 ▲ 2.8

季 節 調 整 済 指 数

（前期比） （前期比） （前期比）
令和３年Ⅱ期 106.9 9.5 101.0 1.7 96.5 0.2

Ⅲ期 107.6 0.7 105.2 4.2 94.7 ▲ 1.9
Ⅳ期 103.9 ▲ 3.4 102.9 ▲ 2.2 94.9 0.2

令和４年Ⅰ期 102.1 ▲ 1.7 98.8 ▲ 4.0 95.7 0.8
Ⅱ期 115.3 12.9 p 100.7 1.9 93.1 ▲ 2.7

（前月比） （前月比） （前月比）
令和３年 6月 111.4 4.9 108.1 14.9 98.9 7.2

7月 108.1 ▲ 3.0 104.7 ▲ 3.1 98.1 ▲ 0.8
8月 106.3 ▲ 1.7 107.5 2.7 96.2 ▲ 1.9
9月 108.5 2.1 103.5 ▲ 3.7 89.9 ▲ 6.5

10月 104.3 ▲ 3.9 99.9 ▲ 3.5 91.8 2.1
11月 102.2 ▲ 2.0 103.9 4.0 96.4 5.0
12月 105.2 2.9 104.9 1.0 96.6 0.2

令和４年 1月 97.5 ▲ 7.3 100.6 ▲ 4.1 94.3 ▲ 2.4
2月 103.5 6.2 97.3 ▲ 3.3 96.2 2.0
3月 105.3 1.7 98.6 1.3 96.5 0.3
4月 101.5 ▲ 3.6 102.5 4.0 95.1 ▲ 1.5
5月 113.0 11.3 ｒ 95.6 ▲ 6.7 88.0 ▲ 7.5
6月 131.5 16.4 p 104.1 8.9 96.1 9.2

秋　　　　　　　田 東　　　　　　　北 全　　　　　　　国

鉱工業総合 鉱工業総合 鉱工業総合

　注　：　「ｐ」は速報値、「ｒ」は修正値である。全国の修正は年間補正による。
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別表　１

分類番号 産業名 主な産業名の例示

Ｅ２３ 非鉄金属製造業

Ｅ２３０
管理、補助的経済活動を行う事業
所（２３非鉄金属製造業）

非鉄金属製錬・精製業に掲げる産業において管理補助的経済活
動を行う事業所に限る

Ｅ２３１ 非鉄金属第１次製錬・精製業

E2311 銅第１次製錬・精製業
銅精錬・精製業、銅製造業（主として鉱石から製造するもの）、電気銅精製
業

E2312 亜鉛第１次製錬・精製業 亜鉛精錬・精製業（主として鉱石から製造するもの）、電気亜鉛精製業

E2319 その他の非鉄金属第１次製錬・精製業

鉛、金・銀・白金、貴金属、ニッケル、チタン、ウラン、トリウム、アルミニウ
ムの製錬・精製業、すず・アンチモン・水銀・マンガン・クロム・タングステ
ン・モリブデン・マグネシウム・ゲルマニウム・シリコン・タンタル、アルミナ
の精製業

Ｅ２３２
非鉄金属第２次製錬・精製業（非
鉄金属合金製造業を含む）

E2321
鉛第２次製錬・精製業（鉛合金製造業
を含む）

鉛再生業、はんだ・減摩合金製造業、活字合金製造業

E2322
アルミニウム第２次製錬・精製業（アル
ミニウム合金製造業を含む）

アルミニウム再生業、アルミニウム合金製造業

E2329
その他の非鉄金属第２次製錬・精製業
（非鉄金属合金製造業を含む）

貴金属・すず・水銀・ニッケル・亜鉛再生業、貴金属合金・銅合金・ニッケル
合金・チタン合金・すず合金・亜鉛合金製造業

L7282 純粋持株会社

秋田県特定（産業別）最低賃金

非鉄金属製錬・精製業

日本標準産業分類の名称等

kobayashiytk
フリーテキスト
資料１３

kobayashiytk
四角
ここにメモを書いてください。



別表　２

産業名 主な産業名の例示

E2811 電子管製造業
真空管〈通信用）、Ｘ線管、水銀整流管、光電管、バラスト管、マイクロ波管な
ど

E2812 光電変換素子製造業 発光ダイオード、フォトカプラ、インタラプタなど

E2813
半導体素子製造業（光電変換素子を
除く）

ダイオード、トランジスタ、サイリスタ、サーミスタなど

E2814 集積回路製造業 半導体集積回路、薄膜集積回路、混成集積回路、超小型構造集積回路

E2815 液晶パネル・フラットパネル製造業 液晶パネル、プラズマパネル、液晶素子

E2821
抵抗器・コンデンサ・変成器・複合部
品製造業

抵抗器、コンデンサ、変成器、電子機器用小型電源変圧器製造業、電子機
器用蓄電器など

E2822
音響部品・磁気ヘッド・小型モータ製
造業

スピーカ部品、マイクロホン部品、イヤホン部品、ヘッドホン部品、磁気ヘッ
ド、小型モータ（入力電力３ワット未満）

E2823 コネクタ・スイッチ・リレー製造業
コネクタ（配線器具を除く）、スイッチ（配線器具、電力用開閉器を除く）、リ
レー（電力用継電器、遮断器を除く）

E2831 半導体メモリメディア製造業
ＳＤメモリカード、メモリースティック、コンパクトフラッシュ、ＸＤピクチャーカー
ド

E2832
光ディスク・磁気ディスク・磁気テープ
製造業（非該当）

光ディスク、ＣＤ・Ｒ/ＲＷ、ＤＶＤ・Ｒ/ＲＷ/ＲＡＭ、磁気ディスク、フレキシブル
ディスク、、ＭＯ、オーディオ用テープ、ビデオ用テープ、コンピュータ用テー
プ

E2841 電子回路基板製造業 プリント配線板、モジュール基板

E2842 電子回路実装基板製造業 プリント配線実装基板、モジュール実装基板

E2851
電源ユニット・高周波ユニット・コント
ロールユニット製造業

スイッチング電源、放送（通信）受信チューナユニット、分配・分岐・混合・分
波・整合器、ブースタユニット、コンバータユニット、エアコンユニット、選局ユ
ニット、タイマユニット、モジュレータユニットなど

E2852 その他のユニット部品製造業 電子部品組立、紙幣識別ユニット、硬貨区分ユニット、液晶表示ユニットなど

E2899
その他の電子部品・デバイス・電子回
路製造業

電力用を除く整流器・ダイヤル・プラグ・ジャック、磁性材部分品、雑音防止、
テレビ画面安定器、共振子・発振子、フィルタ、ソケット、センサなど

秋田県特定（産業別）最低賃金

　　　　　　　　　電子部品・デバイス・電子回路、電池、電子応用装置、
　　　　　　　　　その他の電気機械器具、映像・音響機械器具、電子計
　　　　　　　　　算機・同附属装置製造業

日本標準産業分類の名称等

Ｅ２８　電子部品・デバイス・電子回路製造業

Ｅ２８１　電子デバイス製造業

分類番号

Ｅ２８２　電子部品製造業

Ｅ２８３　記録メディア製造業

Ｅ２８４　電子回路製造業

Ｅ２８５　ユニット部品製造業

Ｅ２８９　その他の電子部品・デバイス・電子回路製造業



Ｅ２９　電気機械器具製造業

Ｅ２９１　発電用・送電用・配電用電気機械器具製造業

E2911
発電機・電動機・その他の回転電気
機械器具製造業（非該当）

一般産業用及び鉄道車両、船舶用の電動機、発電機並びに電動機、内燃
機関、蒸気機関、蒸気タービンなどによりく動される発電装置、その他の回
転電気機械。
ただし、内燃機関用電動機、発電機はE2922。
　例：発電機；電動発電機；回転変流器；ターボゼネレータ

E2912
変圧器類製造業（電子機器用を除く）
（非該当）

送配電用及び機器用の変圧器類。
無線周波及び低周波変成器、チョークコイルなどの電子機器用変成器は
E2821。
　例：変圧器（送配電用、機器用、シグナル用）；ネオン変圧器；計器用変成
器；リアクトル；電圧調整器

E2913 電力開閉装置製造業（非該当） 電力開閉装置

E2914
配電盤・電力制御装置製造業
（非該当）

遮断器、電気制御装置及び避雷装置。
主な製品は、配電盤、配電ばこ、継電器、自動調整装置、断路器、遮断器、
制御器、避雷器、電力用ヒューズ装置など。
主としてリアクトル及び電圧調整器はE2912。
例：配電盤；遮断器；制御装置（車両用を含む）；起動器；抵抗器（電力用のも
の）；継電器（電力用のもの）

E2915
配線器具・配線附属品製造業
（非該当）

配線器具（小形開閉器、点滅器、接続器、電球保持器など）及び配線ばこ並
びに部品（パネルボード、小形配線ばこ、ヒューズなど）。
陶磁器製絶縁材料はE2144に、ガラス絶縁材料はE2119に分類されるが、電
線管接続附属品及び電鈴（ベル用変圧器を含む）は本分類に含まれる。電
気照明器具はE2942。
　例：開閉器；点滅器；接続器；電球保持器；鉄道用配線器具；パネルボー
ド；小形配線ばこ；ヒューズ；電線管接続附属品；ベル用変圧器；プラスチック
製差込プラグ；スイッチ

E2921 電気溶接機製造業（非該当）
電弧溶接機；抵抗溶接機；電極保持具（溶接用）
ガス溶接機はE2662

E2922 内燃機関電装品製造業（非該当）

自動車及び航空機用スターターモーター及び発電機、点火用コイル、ディス
トリビュータ、充電機、磁石発電機、点火せん及び点火せん用結線装置な
ど。
　例：スターターモータ（自動車・航空機用）；航空機用電装品；点火せん・点
火装置（内燃機関用）；電動機・発電機（内燃機関用）；電気式始動機；セル
モータ；ワイヤーハーネスなど

E2929
その他の産業用電気機械器具製造
業（車両用、船舶用を含む）（非該当）

コンデンサ（電子機器用を除く）、電気窯炉、産業用電熱装置、電力変換装
置、整流器、赤外線乾燥装置など

E2931 ちゅう房機器製造業（非該当）
電子レンジ、電磁調理器、電気がま、トースタ、ホットプレート、ジューサミキ
サ、ジャーポット、食器乾燥機、食器洗い機、電気冷蔵庫など

E2932 空調・住宅関連機器製造業（非該当）
扇風機、換気扇、電気温水器、除湿器、家庭用エアコンディショナ、空気清
浄機など。　業務用エアコンディショナはE2535。

E2933 衣料衛生関連機器製造業（非該当）
家庭用電気洗濯機、衣類乾燥機、電気アイロン、電気掃除機、ハンドクリー
ナーなど。　営業用洗濯機、ドライクリーニング機、プレス機はE2721。

E2939
その他の民生用電気機械器具製造
業（非該当）

電気ストーブ、電気こたつ、電気毛布、電気カーペット、電気かみそり、電気
マッサージ器具、ヘアドライヤ、家庭用生ごみ処理機など

E2941 電球製造業（非該当） 白熱電球、蛍光灯、写真フラッシュ用電球など

E2942 電気照明器具製造業（非該当） 白熱電灯器具、放電灯器具、携帯電灯、発電ランプ及びこれら附属品

E2951 蓄電池製造業 蓄電池

E2952 一次電池（乾電池、湿電池）製造業 乾電池、湿電池、水銀電池、アルカリ電池

Ｅ２９２　産業用電気機械器具製造業

Ｅ２９３　民生用電気機械器具製造業

Ｅ２９４　電球・電気照明器具製造業

Ｅ２９５　電池製造業



E2961 Ｘ線装置製造業 医療用・歯科用Ｘ線装置、Ｘ線探傷機など

E2962 医療用電子応用装置製造業
医療用粒子加速装置、医療用放射性物質応用装置、超音波画像診断装
置、超音波ドプラ診断装置、磁気共鳴画像診断装置高周波・低周波治療器
レーザー応用治療装置など

E2969 その他の電子応用装置製造業
粒子加速装置、放射性物質応用装置、高周波電力応用装置、超音波応用
装置、電磁応用探知装置、レーザー装置、電子顕微鏡、水中聴音装置、高
周波ミシン、電子応用測定装置、（医療用を除く）など

E2971
電気計測器製造業（別掲を除く）
（非該当）

電流計、電圧計、積算電力計、位相計、周波数計、検電計、音量計、電気動
力計など

E2972 工業計器製造業（非該当）
温度自動調節装置、圧力自動調節装置、流体自動調節装置、流体組成自
動調節装置、液面調節装置、自動燃焼調節装置、ガス制御装置など

E2973 医療用計測器製造業（非該当）

体温・血圧等検査用モニタ、生体磁気計測装置、心電・脳波・筋電等検査用
モニタ、集中患者監視装置、新生児モニタ、多現象モニタ、分娩監視装置、
呼吸機能検査機器、視覚機能検査機器、臨床化学検査機器、血液検査機
器、心電計など

E2999 その他の電気機械器具製造業
電球用口金、導入線、シリコンウエハ、モリブデン製品、電子用タングステ
ン、永久磁石など(太陽電池製造を含む)

Ｅ３０　情報通信機械器具製造業

E3011 有線通信機械器具製造業（非該当）
電話機、交換機、電信機、ファクシミリ、デジタル伝送装置、搬送装置、有線
放送装置など

E3012
携帯電話機・ＰＨＳ電話機製造業
（非該当）

携帯電話機・PHS電話機

E3013 無線通信機械器具製造業（非該当）

ラジオ送信装置、テレビジョン放送装置、放送用テレビカメラ、無線送信機
器、無線受信機器、ロラン装置、レーダ、着陸誘導装置、距離方位測定装
置、気象観測装置、遠隔制御装置、無線応用航法装置、GPS装置、カーナ
ビゲーションシステムなど

E3014
ラジオ受信機・テレビジョン受信機製
造業（非該当）

ラジオ受信機・テレビジョン受信機。　ラジオ付カセットレコーダはE3023

E3015 交通信号保安装置製造業（非該当） 電気信号装置、鉄道信号機、自動転てつ器、分岐機

E3019
その他の通信機械器具・同関連機械
器具製造業（非該当）

火災警報装置、盗難警報装置、発光信号装置、通報信号装置

E3021 ビデオ機器製造業
磁気録画装置、画像再生装置、ＤＶＤプレーヤー、ビデオカメラ、防犯カメラ
など

E3022 デジタルカメラ製造業 デジタルカメラなど

E3023 電気音響機械器具製造業（非該当）
ステレオセット、ＩＣレコーダ、ハイファイ用増幅器、オーディオディスクプレー
ヤ、カーステレオ、カラオケ、イヤホン、ヘッドホン、補聴器、マイクロホンなど

E3031
電子計算機製造業（パーソナルコン
ピュータ製造業を除く）

アナログ形電子計算機、デジタル形電子計算機、電子会計機、半導体設計
用装置

E3032 パーソナルコンピュータ製造業 パーソナルコンピュータ

E3033 外部記憶装置製造業
磁気ディスク装置、光ディスク装置、ディスクアレイ装置、内蔵型ＦＤＤ、ＤＶＤ
マルチメディアドライブなど

E3034 印刷装置製造業 ラインプリンタ、ページプリンタなど

Ｅ２９７　電子計測器製造業

Ｅ２９９　その他の電気機械器具製造業

Ｅ３０１　通信機械器具・同関連機械器具製造業

Ｅ３０２　映像・音響機械器具製造業

Ｅ３０３　電子計算機・同附属装置製造業

Ｅ２９６　電子応用装置製造業



E3035 表示装置製造業
ＣＲＴディスプレイ、液晶ディスプレイ、スキャナー、端末装置、その他の入力
装置など

E3039 その他の附属装置製造業 スキャナー、現金自動預け払い機

※１

※２

上記に掲げる該当産業において管理、補助的経済活動を行う事業所

純粋持ち株会社（管理する全子会社を通じての主要な経済活動が上記の該当産業に分類されるものに限る。）



別表　３

分類番号 産業名 主な産業名の例示

Ｅ３１ 輸送用機械器具製造業

Ｅ３１０
管理、補助的経済活動を行う事業
所
（Ｅ３１輸送用機械器具製造業）

自動車・同附属品製造業に掲げる産業において管理補助的経済
活動を行う事業所に限る

Ｅ３１１ 自動車・同附属品製造業

E3111 自動車製造業（二輪自動車を含む）
各種自動車（二輪自動車を含む）の完成品及び自動車シャーシの製造並
びに組立。構内運搬車両はE315、トラクタはE26.。

E3112 自動車車体・附随車製造業 乗用車、トラック、バスの車体の製造並びに車体のシャーシの組付け。

E3113 自動車部分品・附属品製造業

自動車用エンジン、ブレーキ、クラッチ、ラジエータ、変速機、トランスミッ
ション、車輪、ワイパー、オイルフィルタ、方向指示器、自動車バルブ、カー
エアコン、カーヒーター、クラクション、バックミラーなど。
タイヤ、チューブはE19、自動車用ガラスはE21、自動車用金物・自動車用
スタンプ加工品はE24、ヘッドライト・点火装置・蓄電池はE29.

L7282 純粋持株会社

（注）

日本標準産業分類の名称等

秋田県特定（産業別）最低賃金

自動車・同附属品製造業

自動車用ワイヤハーネス製造業の産業分類は、
　中分類　Ｅ２９　　　　　電気機械器具製造業
　小分類　Ｅ２９２　　　　産業用電気機械器具製造業
　細分類　Ｅ２９２２　　　内燃機関電装品製造業
に含まれる。



別表　４

分類番号 産業名 主な産業名の例示

Ｉ５９ 機械器具小売業

Ｉ５９０
管理、補助的経済活動を行う事業
所（５９機械器具小売業）

自動車（新車）小売業、自動車部分品・附属品小売業に掲げる産
業において管理補助的経済活動を行う事業所に限る

Ｉ５９１ 自動車小売業

I5911 自動車（新車）小売業
主として自動車（新車）を小売する事業所

×中古自動車小売業（5913）、×二輪自動車小売業（5914）

I5913 自動車部分品・附属品小売業
自動車部分品・附属品小売業、自動車タイヤ小売業、カーアクセサリ小売
業、カーエアコン小売業、カーステレオ小売業、カーナビゲーション小売業

L7282 純粋持株会社

秋田県特定（産業別）最低賃金

自動車（新車）、自動車部分品・附属品小売業

日本標準産業分類の名称等



特
定
最
低
賃
金
に
つ
い
て

◆
特
定
最
低
賃
金

◆
決
定
・
改
正
ま
で
の
プ
ロ
セ
ス

○
特
定
の
事
業
等
に
つ
い
て
設
定
さ
れ
る
最
低
賃
金
。
（以
前
は
、
産
業
別
最
低
賃
金
と
い
う
名
称
で
あ
っ
た
。
）

○
関
係
労
使
の
申
出
に
基
づ
き
、
最
低
賃
金
審
議
会
の
調
査
審
議
を
経
て
、
地
域
別
最
低
賃
金
よ
り
も
金
額
水
準
の

高
い
最
低
賃
金
を
定
め
る
こ
と
が
必
要
と
認
め
た
事
業
等
に
つ
い
て
決
定
さ
れ
る
。

関
係
労
使

か
ら
の
申
出

諮
問

〔
必
要
性
〕

調
査

審
議

〔
必
要
性
〕

答
申

地
方
最
低
賃
金
審
議
会

必
要
性

あ
り

諮
問

〔
金
額
〕

調
査

審
議〔
労
働
局
長
〕

〔
改
定
額
〕

答
申

改
定
額

決
定
・
公
示

効
力

発
生

〔
労
働
局
長
〕

公
示
の
日
か
ら
3
0
日
経
過
後
ま
た
は

公
示
の
日
か
ら
3
0
日
経
過
後
で
指
定

す
る
日

地
方
最
低
賃
金
審
議
会

資料２

kobayashiytk
フリーテキスト
資料１４

kobayashiytk
四角
ここにメモを書いてください。



◆
現
在
の
状
況

令
和
４
年
３
月
末
現
在
、
各
都
道
府
県
労
働
局
に
お
い
て
設
定
さ
れ
て
い
る
特
定
最
低
賃
金
は
以
下
の
と
お
り
。

・
設
定
件
数

２
２
７
件

・
適
用
使
用
者
数

約
９
．
４
万
人

・
適
用
労
働
者
数

約
２
９
７
．
４
万
人

（
参
考
）
特
定
最
低
賃
金
の
全
国
加
重
平
均
額
（令
和
３
年
度
）（
注
：
（
）
内
は
設
定
件
数
）

※
複
数
の
業
種
に
ま
た
が
っ
て
設
定
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
主
な
業
種
に
計
上
し
て
い
る
。

食
料
品
・
飲
料
製
造
業
関
係

8
1
5
円
（
7
）

繊
維
工
業
関
係

7
9
9
円
（
5
）

木
材
・
木
製
品
製
造
業
関
係

8
7
6
円
（
1
）

パ
ル
プ
・紙
・
紙
加
工
品
製
造
業
関
係

8
3
8
円
（
2
）

印
刷
・
同
関
連
産
業
関
係

7
9
2
円
（
2
）

塗
料
製
造
業
関
係

9
7
2
円
（
4
）

ゴ
ム
製
品
製
造
業
関
係

9
1
5
円
（
1
）

窯
業
・
土
石
製
品
製
造
業
関
係

9
1
5
円
（
4
）

鉄
鋼
業
関
係

9
7
5
円
（
2
0
）

非
鉄
金
属
製
造
業
関
係

8
8
9
円
（
9
）

金
属
製
品
製
造
業
関
係

9
2
2
円
（
4
）

一
般
機
械
器
具
製
造
業
関
係

9
3
5
円
（
2
5
）

精
密
機
械
器
具
製
造
業
関
係

9
2
0
円
（
7
）

電
気
機
械
器
具
製
造
業
関
係

9
0
8
円
（
4
5
）

輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業
関
係

9
5
1
円
（
3
3
）

新
聞
業
・
出
版
業
関
係

8
5
3
円
（
1
）

各
種
商
品
小
売
業
関
係

8
4
5
円
（
3
0
）

自
動
車
小
売
業
関
係

9
0
7
円
（
2
4
）

自
動
車
整
備
業
関
係

8
9
2
円
（
1
）

道
路
貨
物
運
送
業
関
係

9
1
0
円
（
1
）
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